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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

２ 総務費

 １ 総務管理費 １ 一般管理費 1,126,041 1,111,973 １ 地区公民館施設整備事業 国庫支出金

1,096千円 3,978

県支出金

 地区公民館等整備費補助金 11,112

（１）上薩摩瀬町公民館改修  313千円 その他

（２）西間下町公民館トイレ改修 98千円 49,376

（３）蟹作町会館改修  416千円 一般財源

（４）七日町会館上水道改修 100千円 1,047,507

（５）北泉田町内会館改修  169千円

２ 赤池水無町公民館建設に伴う環境整備事業

2,000千円

３ 空き家等対策に要する経費

7,194千円

（１）空家等実態調査及びデータベース作成業務

   委託料

6,966千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

 空き家等の実態調査によ

り、個々の状況や市内全域

における現状や課題等が浮

き彫りとなり、空き家等対

策の方針・諸施策の有効な

展開等、空き家等対策計画

策定のための基礎資料を収

 平成２４年に市による空き家

の市内現況調査を行ったが、空

家等対策の推進に関する特別措

置法及び調査のガイドライン等

が公布される以前の調査であっ

たため、判断基準が主観的であ

り、また、水道の閉栓情報等他

 公民館施設の老朽化が進み、

また設備が整っていない箇所が

あったため公民館活動に支障が

出ていた。公民館活動の活性化

と環境改善を図るため改修する

必要があった。

 地域の人々が集う公民館

を高齢者や体が不自由な方

々にも利用しやすい施設と

して整備できた。

 また、老朽化部分を修繕

することにより、公民館活

動の拠点として、さらには

健康づくり活動の会場や災

害時の自主避難場所として

の機能も高まった。

 公民館新築に伴い外構工

事を施工し、備品を整備し

たことにより、敷地管理及

び施設の利便性が高まり、

地域住民の集いの場として

充実を図ることができた。

 また、町内行事、集会、

催事等に活用され、赤池水

無地区の融和及び地域活動

の活性化につながった。

 昭和１１年に建設され築８１

年が経過し、老朽化が顕著で

あった赤池水無町公民館は、構

造的にも高齢者や体が不自由な

方への対応が厳しく、集会や行

事開催が困難であった。人吉球

磨広域行政組合交付金及び藍田

財産区補助金を活用して新築さ

れることに伴い、さらに活用度

と利便性を高めるため、周辺環

境を整備する必要があった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

 業務内容

 ア 空き家等の実態調査

 イ 所有者等の特定

 ウ 空き家等所有者への意向調査

   （アンケート送付・集計・システム入力）

 エ 空き家等情報のデータベース化

（２）その他空き家等対策に要する経費

228千円

 
４ 契約検査に要する経費

2,861千円

（１）熊本県電子入札共同利用システム負担金

2,629千円

（２）その他契約検査に要する経費

232千円

   
５ 防犯灯設置に要する経費

4,286千円

 入札事務について、市は入札

準備や会場の確保、入札参加者

においては、閲覧や入札会場へ

の移動に時間を要し、事務費用

等がかかっていた。電子入札の

導入により、情報公開、談合の

防止、コスト削減、事務の迅速

化などの効果が期待される。

 近年増加している窃盗犯など

の犯罪を未然に防止するととも

に、児童生徒の登下校時の通学

路の安全確保、地域住民の生活

基盤の整備を行い、安心安全な

まちづくりを推進する必要が

あった。

 ＬＥＤ防犯灯を設置した

通学路や一般道路は、夜間

でも従来より明るく照らさ

れ、犯罪防止のみならず、

不法投棄など違法行為の抑

止にもなり、想定以上の効

果を得ることができた。

 新規設置分については、通学路や一般道路の夜間

暗部箇所について、町内会からの要望に基づき設置

を行った。

 ＬＥＤ灯交換についても、町内会からの要望に基

づき、古くなった既設蛍光灯などの交換を行った。

 平成２９年４月から市が

発注する公共工事にかかる

案件については、原則とし

て電子入札により入札を執

行し、情報公開、談合の防

止、コスト削減、事務の迅

速化などの成果をもたらし

た。

集することができた。

 また、空き家等のデータ

ベース化が図られたことに

より、迅速かつ適正な空き

家等対策が可能となった。

 これらにより、安全・安

心なまちづくり及び移住定

住の推進の礎が構築され

た。

の関連基礎データを加味してい

なかったため、調査項目も乏し

く包括的なものではなかった。

さらには、調査から５年を経過

していた。

 一方、空家等対策の推進に関

する特別措置法の施行により、

市町村における空き家等対策計

画の策定や空き家等のデータ

ベース化を図る必要があった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

（工事箇所）

上新町･････････３基 上漆田町･･･････２基 

北願成寺町･･･１１基 下漆田町･･･････５基

南泉田町･･･････４基 上田代町･･･････２基

北泉田町･･･････５基 大畑町･････････９基

鍛冶屋町･･･････５基 矢岳町･･･････１０基

新町･････････１４基 永野町･････････１基

麓町･･･････････３基 上戸越町･･･････１基

南寺町･････････３基 下戸越町･･･････４基

井ノ口町･･･････２基 上林町二区･････４基

西間上町･･･････２基 中林町･････････３基

西間下町･･･････４基 温泉町･････････２基

東間上町･････１０基 中神町大柿･････１基

七地町･････････２基 中神町段･････１０基

赤池水無町･････３基 下原田町西門･･･２基

古仏頂町･･･････２基 下原田町堀･････８基

木地屋町･･･････５基 上原田町牛塚･･･１基

合計 １４３基

（新規  ３１基） 

（交換 １１２基） 

６ 犯罪を許さないまちづくり推進協議会

236千円
 近年多発する様々な犯罪を防

止し、市民の防犯に関する意識

の高揚を図り、自主的防犯活動

を推進し、地域の安全を守る必

要があった。

 犯罪を許さないまちづく

り推進協議会の開催によっ

て、市内で発生した犯罪状

況を明確に把握できた。ま

た、その情報を防犯関係団

体と共有することで、さら

に効果的なパトロール体制

を築くことができた。

 校区別防犯パトロール隊

 人吉警察署や町内会などの各機関と強固な連携を

とり、犯罪発生状況や防犯に関する専門的な知識を

共有し、犯罪を未然に防ぐため各校区において自主

防犯組織「校区別防犯パトロール隊」の強化・拡充

を推進した。

 このうち、西校区防犯パトロール隊が結成１０周

年の節目を迎えたことから、１０周年記念式典を執
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

（１）報酬 33千円

（２）報償費 100千円

（３）費用弁償 10千円

（４）消耗品費 93千円

 
７ 定住自立圏構想の推進に要する経費

128千円

（１）委員等報酬 84千円

（２）費用弁償 36千円

（３）使用料及び賃借料 8千円

   
８ 麓町庁舎閉庁式に要する経費

680千円

  

（１）報償費 20千円

（２）消耗品費 31千円

（３）印刷製本費 162千円

（４）郵便料 33千円

（５）委託料 434千円

 本圏域等の関係者からな

る同ビジョン懇談会を開催

し、同ビジョンの方向性や

事業の有効性、進捗状況等

への貴重な意見・提言をい

ただいたことにより、今後

の施策の展開策等への参考

とすることができた。

 平成２８年４月の熊本地震の

影響により使用不能となってい

た市役所麓町本庁舎の解体撤去

にあたり、⾧年の感謝の意を表

すための式典開催等の検討が進

められていた。

 本市のシンボルとして約

半世紀にわたり市政発展を

支えてきた麓町本庁舎の閉

庁式を開催したことによ

り、歴代市⾧等関係者や市

民に対しお別れの機会を設

けることができ、市政にお

いても一つの区切りとする

ことができた。

 平成２７年度に策定した人吉

球磨定住自立圏共生ビジョンの

施策等に関し、今後の施策の展

開策等に反映するため、学識経

験者や関連分野の関係者等で組

織する同ビジョン懇談会等を開

催し、同ビジョンの推進に係る

幅広い意見を聴取する必要が

あった。

は、どの隊も結成から１０

年以上活動を続け、それぞ

れでパトロール活動を実施

しやすいよう工夫されてい

る。また、防犯パトロール

隊の装備品については、随

時、要望に応じて、ベス

ト・帽子・青色誘導灯を市

より支給し、活動を支援す

ることができた。

り行った。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

   
９ 古都人吉応援団寄附事業に要する経費

92,072千円

（１）需要費 667千円

（２）役務費 1,728千円

（３）委託料 88,086千円

（４）使用料及び賃借料 1,110千円

（５）その他 481千円

 
１０ 移住・定住促進に要する経費

9,645千円

（１）報酬 1,020千円

（２）旅費 253千円

（３）委託料 7,957千円

（４）使用料及び賃借料 158千円

（５）その他 257千円

 返礼品の充実をはかるた

めアイテム数を２４０程度

に増加。カタログを作成

し、東京などの都市部で開

催される熊本県人会や繊月

会（人吉高校出身者の会）

での直接配布とＰＲ活動を

展開。ふるさとチョイスで

の新着情報の随時更新や新

聞への広告掲載など情報発

信も実施。平成２９年度の

寄附額は１６６，６９６千

円（前年対比４８７％）。

 平成２７年度から寄附者に返

礼品（お礼の品）を贈る取組み

を税務課にて開始。球磨焼酎や

天然鮎、味噌醤油など地元の特

産品を中心に９０アイテムから

寄附者が選択。ふるさと納税最

大手ポータルサイト「ふるさと

チョイス」に情報を掲載し、返

礼品の準備から発送などに関す

る業務全般については民間事業

者（レッドホースコーポレー

ション株式会社）に委託。平成

２８年度の寄附額は３４，２１

９千円。

 「人吉市まち・ひと・しごと

創生総合戦略」に掲げた基本目

標の達成に向け、移住定住施策

を進めていくための指針となる

ビジョンの策定を目指す。

 平成２８年度の事業で実

施した調査により、高校卒

業時における移動実態と２

０歳代を中心とした若者層

のＵターン実態などを把

握。多くの若者が地域への

定住を希望するものの働く

場などの問題からＵターン

後に再度地域の外に流出し

てしまう問題（Ｚターン）

が浮かび上がった。

 こうした調査の結果など

を受け、平成２９年度は今

後の移住定住の指針とすべ

きビジョンの策定を行っ

た。市民協働による策定を

5



予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

１１ 総合的な交通政策に要する経費

90,326千円

（１）人吉・球磨地域公共交通活性化協議会負担金

424千円
 人吉球磨１０市町村における

地域公共交通の基本プランであ

る人吉・球磨地域公共交通網形

成計画（平成２７年度策定）に

引き続き、人吉・球磨地域公共

交通再編実施計画（幹線部分）

の策定に向け協議を継続する必

要があった。

  

 人吉・球磨地域公共交通

活性化協議会において、人

吉・球磨地域公共交通再編

実施計画（幹線部分）の策

定に向け交通事業者等と協

議することができた。

目指し、テーマや属性別で

の分科会（ひとよし未来会

議）を開催。高校生約６０

人を含む市民約１００人が

参加し、それぞれの分科会

でまちづくりについて対話

を重ねる。また、３月には

総まとめの場として「ひと

よし大未来会議」を開催。

分科会に参加した人も含め

た約１３０人が参加し、２

０年後の人吉市をテーマに

対話を行った。

 「ひとよし未来会議」と

「ひとよし大未来会議」で

話し合われた内容を反映さ

せた人吉市移住定住ビジョ

ンを策定。今後の移住定住

施策の指針とする。

6



予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

   
（２）人吉市地域公共交通活性化協議会負担金

3,154千円

 
（３）くま川鉄道経営安定化補助金

 くま川鉄道株式会社の赤字補填及び施設整備に係

る補助

20,221千円

  ア 平成２８年度経常損失に係る補助

8,615千円

  イ 平成２９年度施設整備等に係る補助

11,606千円

   
（４）地方バス運行等特別対策補助金

 市内のバス路線を走る産交バス株式会社の赤字補

填に係る補助

45,927千円

（５）人吉市予約型乗合タクシー運行補助金

 急速な高齢化が進展する中、

交通手段を持たない地域住民等

に対して、公共交通手段の確保

が重要な課題となっている。

 高齢者の通院、買い物等

の交通手段としてバス路線

の維持確保ができた。

 「人吉市地域公共交通網

形成計画」を策定した。人

吉市地域公共交通活性化協

議会において乗合タクシー

（区域運行）実証運行を実

施し、地域に適した効率的

・効果的な運行形態の検討

に向け参考とすることがで

きた。

 廃止した路線バスの代替え公共交通手段として実

施する事業。予約型の乗合タクシーを運行したタク

シー事業者へ、利用者が支払う利用料金と実際に発

生する運行料金の差額に係る補助（平成２４年１０

月から実施）

 乗合タクシー沿線住民の

交通手段の維持確保ができ

た。ただし、路線によって

は利用者の乗合率の低下が

目立ち、費用対効果を踏ま

えた見直しも課題として

残った。

 廃止した路線バスに代わる公

共交通機関として、沿線利用者

の交通手段を確保し続ける必要

がある。

 人吉市くま川鉄道経営安定化

補助金交付要項に基づき、第３

セクターで運営するくま川鉄道

株式会社に、前年度の経常損失

額並びに当該年度の車両及び施

設の更新、維持補修等の費用を

助成することは、同社の経営安

定には欠かせない状況である。

 人吉・球磨地域公共交通網形

成計画策定に伴い、本市の地域

公共交通の基本プランである人

吉市地域公共交通網形成計画の

策定を目指し、現状分析、課題

の整理、関係者との協議及び調

整を行う必要があった。

 くま川鉄道経営安定化補

助金を支出することで、経

営の安定化が図られるとと

もに、施設整備を行うこと

で安全運行が確保され、人

吉球磨地域に不可欠な広域

幹線公共交通機関としての

存続を可能とした。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

 平成２９年度実績

  ア 運行回数      8,691便

  イ 利用者数    19,899人

20,240千円

（６）その他 360千円

１２ その他の一般管理費

901,449千円
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

６ 財産管理費 252,292 206,553 １ 財産管理費 地方債

18,106千円 71,500

その他

（１）西間別館正面自動ドア等改修工事 16,969

6,701千円 一般財源

118,084

（２）旧老人趣味の家解体工事

11,405千円

   
２ カルチャーパレス改修事業

59,159千円

（１）屋上防水改修工事

59,159千円

 旧老人趣味の家は、経年劣化

が激しく、耐震基準も満たして

いないため、早急に解体する必

要があった。

 解体工事を行ったことに

より、周辺住民の安全確保

ができた。

 屋上防水改修工事により

大ホール側での雨漏りによ

る利用への影響がなくな

り、利用者が安心して使用

できるようになった。

 また、天井や壁・床等へ

の傷みが無くなり、施設の

損傷を抑えられた。

 西間別館の正面入口は、外気

が直接流入してくるため、空調

の効きが悪く、自動ドアを改修

する必要があった。

 また、スロープが滑りやす

く、転倒事故を防止するために

改修する必要があった。

 正面自動ドアの改修によ

り、外気が遮断され、環境

改善が図られた。

 スロープの改修とともに

手すりが設置されたことに

より、来庁者の安全が確保

された。

 昭和５９年の建設当初の機器

等が経年劣化により、不具合

（トラブル）の発生が増加傾向

にあったため、平成２５年度か

ら改修工事に取り組んでいる。

しかしながら、近年は雨漏りの

被害が想定を越えており、緊急

度が高いと判断されるため、当

初の計画には無かった防水工事

を行い、改善を図る必要があっ

た。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

３ 前年度繰越事業

3,285千円

（１） 西間別館西側出入口等改修工事

3,285千円

４ その他の財産管理費

126,003千円

７ 企画費 48,128 47,732 １ 総合戦略策定事業 県支出金

15千円 101

一般財源

（１）委員等報酬 12千円 47,631

（２）費用弁償 3千円

２ その他の企画費

47,717千円

 平成２７年度に策定した人吉

市まち・ひと・しごと創生総合

戦略の着実な推進に向け、人吉

市まち・ひと・しごと創生総合

戦略審議会の場において、事業

の進捗状況及び検証を行う必要

があった。

 各分野（産・官・学・

金・労）の関係者により構

成された同審議会を開催す

ることにより、事業進捗に

対する提言や検証を行うこ

とができた。

 西間別館の西側出入口はス

ロープが設置されておらず、段

差で来庁者が転倒する事故を防

ぐため、早急にスロープを設置

する必要があった。

 スロープ設置により段差

が解消したため、事故防止

及び来庁者の安全が確保で

きた。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

１０ 交通安全推 3,548 3,106 １ 交通安全推進事業 その他

   進費 3,106千円 167

一般財源

2,939

（１）報酬 1,625千円

（２）備品購入 137千円

（３）補助金 504千円

（４）その他 840千円

 交通安全教育では、園

児・児童・生徒に対して、

なぜ交通マナーやルールを

守るのか、守らなければど

うなるのかを説明し、安全

な歩行、横断歩道の利用、

自転車運転時のヘルメット

着用と点検整備の重要性、

安全な乗り方等を指導し

た。また、高齢者に対して

は、夜間の歩行、夜間の自

転車利用時の反射材の利用

による効果等を強調しなが

ら指導した。

 交通安全運動期間中は、

市広報誌を通じ、市民の交

通安全への意識定着を図る

ことができた。

 全国的に交通死亡事故は年々

減少の傾向にあるものの、高齢

者の交通事故は増加しており、

それらを未然に防止するため

に、春秋の全国交通安全運動、

交通安全教室の開催を通じて、

市民に対し正しい交通安全ルー

ルの遵守と交通マナーの実践を

習慣づける必要があった。

 人吉警察署・交通安全協会と連携し、幼稚園・保

育園・小学校・老人会等を対象に、交通安全教育、

指導を実施した。園児・児童に対しては、ＬＥＤ模

擬信号機を利用した交差点や横断歩道の渡り方、自

転車の利用の仕方を教育し、高齢者に対しては、Ｄ

ＶＤ視聴による学習、交通事故を題材にした講話等

を実施した。

 イベントとして、全国一斉に開催される交通安全

運動を、市内行政、公共機関、関係事業所及び各団

体等に呼びかけ、広域的な交通安全の普及と啓発を

実施した。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

１２ 肥薩線世界 15,876 15,692 １ 人吉鉄道ミュージアム管理運営に要する経費 国庫支出金

      遺産推進関 15,692千円 5,997

   連施設費 その他

（１）需用費 1,894千円 6,877

  ア 消耗品費 296千円 一般財源

  イ 印刷製本費 106千円 2,818

  ウ 電気料 1,063千円

  エ 上下水道代 179千円

  オ 修繕料  250千円

（２）役務費 199千円

  ア 電話料 31千円

  イ 手数料 94千円

  ウ 保険料 74千円

（３）委託料           13,002千円

  ア 鉄道ミュージアム管理委託 9,058千円

  イ 清掃委託 1,579千円

  ウ 緑地維持管理委託 1,280千円

  エ 警備委託  180千円

  オ 施設設備等保守点検委託 289千円

  カ 施設設備等保守点検等委託 22千円

  キ 案内板作成業務委託 594千円

（４）使用料及び賃借料 518千円

（５）備品購入費 79千円

 平成２９年度来館者は１

１２，４５４人。休日を中

心に観光客や親子連れが多

く来館し、１年間を通して

ほぼ前年以上の来館者数を

記録した。

 安全第一の管理運営を継

続し、圏外客の誘致のみな

らず、飽きさせない工夫を

施して地元市民へのリピー

ター対策もとっていく必要

がある。

 平成２７年度に開館した人吉

鉄道ミュージアムの運営を行う

に当たり、来館者の安全性を確

保するため、また楽しく快適に

過ごしていただけるようにソフ

ト面の充実や施設の整備を継続

する必要があった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

１３ 市庁舎建設 538,496 231,782 １ 市庁舎建設準備事業 地方債

   事業費 210,215千円 199,800

一般財源

（１）市庁舎建設設計業務委託 31,982

103,501千円

（２）旧保健センター・旧勤労青少年ホーム等解体

   工事  52,182千円

（３）その他の市庁舎建設事業費
54,532千円

２ 前年度繰越事業
21,567千円

（１）市庁舎建設設計（免震構造）地質調査等業務

   委託 21,567千円

 平成２８年４月の熊本地震に

より麓町本庁舎が被災した。庁

舎機能が分散移転し、行政サー

ビスの提供に影響をきたしてお

り、平成３３年４月の供用開始

を目指し、防災・災害対策機能

を有する総合庁舎方式の市庁舎

を建設することが喫緊の課題と

なった。

 建設本体工事の前段階と

して免震構造設計に係る地

質調査及び土壌汚染調査を

実施し、その後、①市民を

守るための安全・安心な庁

舎、②来庁者や地球環境に

やさしい庁舎、③わかりや

すく親しみを感じる庁舎、

④機能性・効率性を重視し

た経済的な庁舎、⑤ＩＣＴ

を活用した行政サービスの

向上、という５つの基本方

針に基づく基本設計・実施

設計を取りまとめた。併せ

て、旧保健センター・旧勤

労青少年ホームの解体工事

も実施した。

 また、小永野第１雨水幹

線の付替工事に係る設計委

託について水道局への委託

事業が完了し、平成３３年

４月の供用開始に向け順調

なスタートをすることがで

きた。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

１４（仮称）旅カ 59,900 55,269 １（仮称）旅カフェエントランスセンター整備事業 国庫支出金

      フェエント 55,269千円 25,146

   ランスセン 地方債

   ター整備事 （１）繰越明許 50,030千円 21,500

   業費  ア 報償費   90千円 一般財源

 イ 委託料 13,880千円 8,623

 ウ 工事請負費 36,060千円

（２）現年 5,239千円

 ア 工事請負費 5,239千円

 平成２７年４月に日本遺産認

定を受けたが、観光への十分な

活用が行えておらず、日本遺産

のガイダンス施設、マネジメン

トの拠点整備が求められてい

た。また、平成２９年３月を

もって一時閉館した旧国民宿舎

くまがわ荘の利活用を進める必

要があった。

 人吉球磨に点在する構成

文化財群や観光資源を結

び、観光客の回遊を促すた

めの拠点となる、「日本遺

産人吉球磨」のブランド化

コンセプトを体現する施設

が整備され、観光客受け入

れ体制強化に寄与した。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

３ 民生費

 １ 社会福祉費 １ 社会福祉総務 2,156,651 2,147,478 １ 地方消費者行政推進事業 

  費 8,825千円 国庫支出金

（１）消費生活相談員等レベルアップ事業（研修 349,427

   参加支援） 県支出金

520千円 258,425

 各種研修会に参加し、相談員の相談やあっせんの その他

実務能力の向上を図った。 8,761

一般財源

（２）消費生活相談体制整備事業 1,530,865

7,300千円

 複雑多岐にわたる相談への対応や各種啓発活動推

進のため、５人の相談員を配置した。

（３）地域社会における消費者問題解決力の強化に

   関する事業（消費者の安心・安全を確保する

   ための取組）

880千円

（４）地域社会における消費者問題解決力の強化に

   関する事業（先進性・モデル性の高い事業）

125千円

 平成２９年度も庁内関係各課

や関係機関との連携により、市

民の様々な問題解決の対応をし

たが、年々相談内容が複雑多様

化しており、対応する相談員の

更なる資質向上を図る必要が

あった。

 また、人吉球磨１０市町村の

協定により、相談窓口業務が一

元化された消費生活センターで

は複雑多様な相談が増加傾向に

ある。このような事態に対応す

るため、人吉球磨地域における

広域連携の強化や消費者被害の

未然防止及び消費者被害の救済

を図る必要があった。

 また、自立した消費者の育成

を目的に各世代に対応した啓発

活動を実施する必要がある。同

時に消費生活センターの周知活

動を行い相談者の掘り起こしに

つなげていくことが求められて

いる。

 消費者のトラブルや年代に応じた教材等を活用

し、人吉球磨各地域に相談員が出向き、出前講座等

での啓発を行った。

 また、毎月１回『広報ひとよし』に消費生活問題

に関する記事を掲載し注意喚起を行った。

 関係機関との連携による相談会を実施した。

 消費者問題に関する啓発や消費者問題被害発生の

未然防止活動に取り組む人材を育成するため、人吉

市くらし安心ネットワーク推進員養成講座を実施し

た。

 研修会への参加や相談会

後の専門家からの助言など

により、相談員の実務能力

向上及び専門知識の習得に

つながった。

 人吉球磨１０市町村の連

携強化を図るため、相談員

が担当町村を定期的に訪問

し情報交換や勉強会を行っ

た。これにより、複雑多様

化する相談に対し球磨郡町

村担当者と緊密に連携して

取り組むことができた。

 出前講座等の啓発活動の

実施により消費生活セン

ターの認知度が深まり、人

吉球磨地域の各種団体から

消費者教育を依頼される機

会が増えた。教材等を活用

し多くの住民に消費者問題

を啓発することができた。

 関係機関と連携した相談

会を開催したことで、多重

債務をはじめ金銭・契約問

題等の相談があり、住民の

不安を解消することができ

た。

 「人吉市くらし安心ネッ

トワーク推進員養成講座」

の実施により、当該推進員

からの問い合わせや相談が
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

２ くらし安心相談に要する経費

1,191千円

   
３ 後期高齢者医療制度に要する経費

559,440千円

（１）熊本県後期高齢者医療広域連合負担金

 ア 広域連合一般会計負担金 5,795千円

 イ 広域連合特別会計負担金 11,291千円

 ウ 医療療養給付費負担金 542,354千円

 本市の後期高齢者医療被

保険者数は若干増加した

が、経費負担は減少した。

 具体的には、平成２９年

度末の被保険者数は６，３

３２人で、前年度末に比べ

て４０人の増となり、市が

負担する医療療養給付費の

１／１２相当額も、前年度

に比べて１４，７８７千円

（２．８％）の増となった

が、過年度精算分がなかっ

たため経費全体としては減

少となった。

 人吉市民を対象とした、弁護士による月２回の法

律相談を実施した。

 平成２０年４月から施行され

た「後期高齢者医療制度」は、

熊本県下全市町村が加入して設

立された「熊本県後期高齢者医

療広域連合（以下「広域連

合」）」を運営主体（保険者）

とし、市町村の主な担当業務

は、窓口業務と保険料徴収と

なっている。

 この制度においては、医療療

養給付費の１／１２を市町村が

負担することになっているが、

医療機関等への支払いは広域連

合が行うため、広域連合に対し

て本市負担分を支出するもので

ある。

 後期高齢者医療制度の運営主体である「熊本県後

期高齢者医療広域連合」の運営費、及び「高齢者の

医療の確保に関する法律第９８条」に基づき医療療

養給付費の１／１２を市が負担するもの。

相次ぎ、消費生活センター

と連携して消費者問題に取

り組む人材育成につながっ

た。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

４ 人吉市民生委員児童委員協議会補助金

1,846千円

５ 人吉市社会福祉協議会補助金

3,094千円

   
（１）人吉市災害救援ボランティア養成事業補助

200千円

 
（２）買い物支援事業補助

2,894千円

 地域において支援を必要とす

る対象者の見守り活動を強化

し、地域福祉の推進を図ること

が課題であった。

 地域防災計画に基づき、災害

救援ボランティアバンクを拡充

し、災害時における救援体制の

強化を図ることが課題であっ

た。

 災害ボランティア養成講

座を開講し、新たに２名が

ボランティア登録を行っ

た。退会・転出等も毎年発

生するため、現登録人数は

９６名となっている。

 買い物や見守りなどの生活支

援が必要な高齢者を対象に、定

期的な見守りを含めた宅配サー

ビスを提供し、生活環境の改善

を図ることが課題であった。

 全民生委員が所属する協

議会への活動補助を通じ

て、民生委員の活動を支援

し、福祉課題を抱える対象

者の早期把握と地域におけ

る見守り体制の強化につな

がった。

 登録者の約半数が利用さ

れ、高齢者等で買い物に

困っている方の不安解消や

ちょっとした困りごとの解

消ができた。定期的な訪問

で対象者の様子が把握でき

公的サービス等につなげる

ことができた。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

６ 地域福祉推進事業
2,527千円

７ 福祉総合システム管理費

14,454千円

８ その他社会福祉総務費

1,556,101千円

 災害等の緊急時に、自力で避

難することが困難な避難行動要

支援者を漏れなく把握し、身近

な地域における避難支援体制の

整備を進めることが課題であっ

た。また、避難行動要支援者シ

ステムの老朽化による再構築が

必要であった。

 平成１１年度に導入した福祉

総合システムは老朽化及び制度

改正への対応に伴い、システム

を抜本的に再構築し、迅速かつ

的確な行政サービスの提供に資

することが課題であった。

 システム環境が整備され

たことで、窓口業務の効率

化が実現し、福祉行政サー

ビスの向上につながってい

る。

 ３月末日現在１,１２７名

が避難行動要支援者として

登録されており、町内単位

で、関係者が要支援者の福

祉情報を共有し、災害時に

おける避難支援体制の基盤

が整備された。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

1,088,127 1,074,891 １ 自立支援給付費  国庫支出金

800,857千円 474,603

県支出金

（１）介護給付・訓練等給付費等 268,807

797,185千円 その他

（２）補装具費 20,631

3,672千円 一般財源

310,850

２ 更生医療給付事業

44,615千円

３ 地域療育センター運営事業

8,918千円

４ 重度心身障害者（児）医療費助成事業
67,400千円

 障がい者の社会活動への参加

を援助するため、指定医療機関

での医療費負担を軽減する必要

があった。

 在宅障がい児等の地域におけ

る生活を支援するため、身近な

地域で療育相談を受ける療育体

制を整備する必要があった。

 地域療育センター事業に

ついては、療育相談数は６

０２件で、発達障がい児等

の福祉の向上が図られた。

 重度心身障害者の福祉の増進

を図るため、医療費自己負担分

の経済的支援が必要であった。

 重度心身障害者（児）医

療費助成数は、８，３１８

件であった。重度心身障害

者（児）の医療費負担の軽

減が図られた。

 更生医療給付の受給者数

は、延べ１，４８５人で、

身体障害者の負担能力に応

じた医療費助成を行い、そ

の障がいを除去・軽減する

手術等の治療により、日常

生活及び社会生活能力の向

上が図られた。

２ 心身障害者福

  祉費
 障がい者の日常生活を支援す

るため、入浴や排せつ、食事の

介護を行い、生産活動の機会や

医療機関での機能訓練等を提供

する必要があった。

 自立支援給付サービス利

用者数は、延べ８，１６４

人で、介護給付・訓練等給

付費及び補装具費支給によ

り、利用者がより充実した

社会生活を送れるように

なった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

５ 地域生活支援事業
39,769千円

（１）相談支援事業

17,147千円

（２）地域活動支援センター事業

9,800千円

（３）日常生活用具給付事業

6,825千円

（４）その他の地域生活支援事業

5,997千円

６ 特別障害者手当等支給事業

9,889千円

７ 障害児通所支援事業

82,656千円

８ その他の心身障害者福祉費

20,787千円

 相談支援事業において

は、障がい者に必要な情報

提供や助言を行い、障がい

者の虐待防止や権利擁護に

必要な支援を行った。

 地域活動支援センター事

業では、障がい者の自立の

ための創作的活動又は生産

活動の機会を提供し、社会

との交流を促進した。

 日常生活用具給付事業で

は、日常生活用具購入費の

給付により、経済的負担を

軽減し、利用者にとって快

適な生活環境が整備され

た。

 日常生活において、常時特別

の介護を必要とする重度の障が

い者に対して、福祉の増進を図

るため、特別障害者手当等を支

給する必要があった。

 特別障害者手当等の支給

は４２９件で、重度の障が

い者の日常生活における経

済的負担の軽減が図られ

た。

 身近な地域で質の高い支援を

必要とする障害のある児童に対

し、療育を受けられる場を提供

する必要があった。

 障がい者の自立した地域生活

を支援する目的で、日常生活上

の様々な問題に対応する相談支

援を実施し、日常生活に不可欠

な用具の購入費用の負担を軽減

する必要があった。

 障害児通所支援事業にお

いて、１，６７９件の利用

実績があり、障害児だけで

なくその家族を対象とした

支援や障害児を預かる施設

に対する援助等を行った。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

３ 老人福祉費 20,374 19,418 １ 老人クラブ支援事業 県支出金

（１）補助金 7,123千円 2,252

その他

21

一般財源

17,145

２ その他の老人福祉費

12,295千円

 高齢者人口が増加している

中、単位老人クラブ数・会員数

ともに減少傾向に歯止めが利か

ない状態が続いている。

 しかしながら、市人口の約１

割を占める団体としての組織力

を生かした事業を通して、健康

づくり、生きがいづくり、仲間

づくり、地域づくりを実践して

いく必要があった。

 単位老人クラブ、校区老

人クラブ、老人クラブ連合

会という各層での組織活動

を展開した。

≪健康づくり≫

スポーツイベント（グラウ

ンドゴルフ・運動会）をと

おして健康増進を図った。

また、「湯るりんサロン」

を受託したことで健康と介

護予防に貢献した。

≪仲間づくり･地域づくり≫

子ども王国保安官事業を通

して地域の世代間交流が図

られた。シルバーヘルパー

事業を通して高齢者同士の

見守りや声掛けが行われ、

地域におけるセーフティ

ネットの役割を果たした。

≪その他≫

市老連の市主催行事への積

極的な参加が、老人クラブ

会員の生きがいづくりへと

繋がった。

平成２９年度末

 単位クラブ数   ６０

 会員数  ３，３３６名

 シルバーヘルパー研修受

 講者総数 １，２４０名

 こども王国保安官登録者

          ４７２名

 老人クラブ連合会と情報共有・連携を図りなが

ら、高齢者の関心や価値観の多様化に対応した魅力

ある老人クラブ活動となるよう単位老人クラブ及び

クラブ連合会の様々な活動に対し、財政的人的支援

を行うもの。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

145,142 142,327 １ 老人福祉センター運営費         その他

7,883千円 18,310

  一般財源

124,017

（１）指定管理料（委託料） 7,650千円

（２）修繕料 233千円

２ 高齢者入所施設委託費

133,896千円

 延寿荘（３０人） 74,426千円 人吉市     ５５人
 聖心老人ホーム（２５人） 40,233千円 あさぎり町    ６人
 翠光園（ ６人） 14,689千円 芦北町      １人

 熊本めぐみの園（ １人） 2,194千円 熊本市      １人

 有隣 （ １人） 2,354千円 合 計     ６３人

 合 計（６３人） 133,896千円

（平成３０年３月末現在 入所者数）

４ 老人福祉施設

  費
 老人福祉センターは、老人福

祉法第５条の３に規定された施

設であり、高齢者からの各種の

相談に応ずるとともに、健康の

増進、教養の向上及びレクリ

エーションのための便宜を総合

的に供与する施設である。

 市の直営から平成１８年に市

老人クラブ連合会へ指定管理委

託し、運営管理を委ねている

が、一層の利用者のサービス向

上と利用者増を図る必要があっ

た。

 老朽化が隠せない温泉施設の

安全性を確保し、利用者が安心

して利用できる施策が必要で

あった。

 平成２９年度は、指定管

理者である市老連が別途セ

ンターにおけるデイサロン

事業を受託し、施設の管理

運営と併せて、センターの

利用を積極的に進めた。

 その結果、このことで老

人福祉センター利用者数が

前年より１，５２５人増加

し、利用料が８６，７１０

円増収となった。

 冷却塔殺菌洗浄及び混合

栓の修理をしたことで温泉

施設における衛生面の安全

性と利便性が向上した。

 指定管理者に対し、センターの管理運営を委託す

るもの。

平成３０年３月末日現在入

所待機者 ２０人

 経済的・環境的理由等で在宅

での生活の継続ができない高齢

者が増えており、養護施設への

入所措置により安心安全な生活

の場の確保が必要であった。

平成３０年３月末現在

施設入所措置者
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

３ その他の老人福祉施設費

548千円

 経済的・環境的理由等で

在宅での生活の継続ができ

ない高齢者に対し、養護施

設への入所措置を行うこと

により安心安全な生活の場

の提供ができた。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

 ２ 児童福祉費 140,626 136,760 １ 病児・病後児保育事業 10,226千円 国庫支出金

22,586

県支出金

２ 延⾧保育事業 18,927

  （実施箇所）12箇所  5,984千円 その他

398

一般財源

３ 軽度障がい児保育事業 94,849

  （実施箇所）11箇所 13,271千円

４ 放課後児童健全育成事業

  （実施箇所）9箇所 33,828千円

５ つどいの広場事業 4,480千円

６ ファミリーサポートセンター事業

2,350千円

７ その他の児童福祉総務費 66,621千円

 共働き家庭などの小学校

低学年の児童に対し、放課

後の適切な遊びや生活の場

を供給し、健全な育成を図

ることができた。

 子育て中の親が、気軽に

集える「九ちゃんクラブ」

では延べ４，４９２人の利

用者があった。

 人吉市社会福祉協議会に

委託し実施しているファミ

リーサポートセンターで

は、会員同士の子どもの預

かり、保育園等への送迎を

実施しており、１２４人

（Ｈ３０．３．３１）の会

員で、年間延べ３１０件の

利用があった。

１ 児童福祉総務

  費
 少子化が急速に進行する中、

安心して出産や育児ができる環

境を整備していくために、保育

サービスの充実、家庭内保育や

小学校低学年児がいる世帯等へ

継続的な支援の充実を図る必要

があった。

 病児・病後児保育事業及

び延⾧保育事業では、保護

者の子育てと、就労の両立

を支援することができた。

 軽度障がい児保育事業

は、障がい児の保育を推進

し、処遇の向上を図ること

ができた。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

２ 児童措置費 2,378,024 2,368,279 １ 子ども子育て新支援事業 1,514,495千円 国庫支出金

  ≪委託費（保育所）≫ 1,052,453

  （市内） 県支出金

  おこば保育園 61,312千円 449,355

  こばと保育園 95,222千円 その他

  善隣保育園 107,514千円 94,063

  林保育園 103,360千円 一般財源

  人吉乳児保育園 104,677千円 772,408

  蓬莱保育園 123,775千円

  ひまわり保育園 70,968千円

  （市外）

  サン保育園外17園 53,578千円

  ≪施設型給付費（認定こども園）≫

  （市内）

  あいだこども園 131,295千円

  さざなみ保育園 104,027千円

  せん月保育園 101,263千円

  人吉こども園 154,878千円

  中原保育園 163,763千円

  泉田こども園 119,245千円

  （市外）

  錦こども園外5園 19,618千円

２ 子ども医療費助成事業

         （医療費助成額） 116,312千円

         （H30.3受給資格者数） 4,133人

３ 児童手当支給（被用者、非被用者）
497,275千円

 児童手当を支給すること

で、子育て世帯の経済的負

 就学前児童数は減少している

ものの、それに反し共働き世帯

は増加傾向にあり、保育に欠け

る児童全員の入所措置を図る必

要があった。

 また、勤務先等の都合により

本市外の保育所への入所希望や

年度途中の入所希望に対し、柔

軟に対応する必要があった。

 保育に欠ける児童につい

ては、全員入所措置を行う

ことができた。なお、中途

入所希望者においては、年

度中における欠員補充によ

り入所を行った。

 

≪保育所≫

年度末入所児童数（市内）

        ５７１人

年度末入所児童数（市外）

         ３６人

≪認定こども園≫

年度末入所児童数（市内）

        ６２８人

年度末入所児童数（市外）

         １７人

 乳幼児の疾病の早期治療を促

し、また子育て世帯の経済的負

担軽減を図り、より子どもを生

み育てやすい環境を整備する必

要があった。

 平成２９年１０月から子

ども医療費の完全無償化対

象年齢を中学卒業時まで拡

充し、更なる子育て世帯の

経済的負担軽減と、疾病の

早期治療に寄与できた。

 子育ての経済的負担を軽減

し、安心して出産し、子どもが
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

（１）受給者数（平成30年2月末） 2,005人

（２）算定基礎児童数

 ア ０歳～３歳 7,481人

    イ ３歳以上小学校修了前 27,002人

    ウ 小学校修了後～中学校修了前 8,749人

    エ 施設入所等（里親）

    ０歳～中学校修了前 7人

（３）支払金額

 ア ０歳～３歳 112,215千円

 イ ３歳以上小学校修了前 297,500千円

 ウ 小学校修了後～中学校修了前

87,490千円

 エ 施設入所等（里親）

    ０歳～中学校修了前 70千円

 （Ｈ２４．６月から） ４ 特例給付（被用者、非被用者）

6,545千円

（１）受給者数（平成30年2月末） 60人

（２）算定基礎児童数

 ア ０歳～３歳 209人

 イ ３歳以上小学校修了前 824人

 ウ 小学校修了後～中学校修了前 276人

（３）支払金額

 ア ０歳～３歳 1,045千円

 イ ３歳以上小学校修了前 4,120千円

 ウ 小学校修了後～中学校修了前

1,380千円

５ 児童扶養手当支給事業

232,166千円

（１）支払金額 232,166千円

（２）受給者数（平成30年3月末） 455人

 父母の離婚等の理由で父又は

母と生計を同じくしていない児

童が養育される家庭について、

継続して生活の安定と自立支援

 ひとり親家庭の生活の安

定と自立を図り、家庭で養

育される児童の福祉の増進

が図られた。

育てられる環境整備の必要が

あった。

担軽減を図ることができ

た。
 

支給月額は次のとおり

・３歳未満

１人につき月額１５，０００円

・３歳以上小学校修了前

１人につき月額１０，０００円

(第３子以降は１５，０００円)

・中学生

１人につき月額１０，０００円

・施設入所等児童

１人につき月額１０，０００円

・所得制限以上の者

        ５，０００円
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

を図る必要があった。

６ 未熟児養育医療給付事業

1,486千円

（１）申請件数 6件

３ 母子福祉費 17,493 15,906 １ ひとり親家庭等医療費助成事業 国庫支出金

6,088千円 6,898

県支出金

（１）受給資格者数（平成30年3月末） 4,205

1,332人 その他

（２）利用件数（延べ） 2,934件 2

一般財源

２ 母子家庭等自立支援対策事業 4,801

5,083千円

（１）利用者数 6人

３ 母子生活支援施設等運営費補助事業

4,237千円

４ その他の母子福祉費

498千円

 看護師等の資格取得を支

援することで、母子家庭等

の経済的自立が図られた。

 １８歳未満の子どもを養育し

ている母子家庭等やＤＶ被害者

への自立の促進のために、その

生活を支援する必要があった。

 子育て支援や母子生活の

自立支援、保護から自立へ

の支援が図られた。

 身体の発達が未熟なまま生ま

れた未熟児に対して、生後速や

かに適切な処置を講ずるために

指定医療機関において必要な医

療給付を行う必要があった。

 身体の発達が未熟なまま

生まれた未熟児に対して、

生後速やかに適切な処置を

図ることができた。

 ひとり親家庭等の経済的負担

の軽減、就労等による自立促進

により、生活の安定と福祉の向

上を図る必要があった。

 ひとり親家庭等における

医療費の負担軽減が図られ

た。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

 ３ 生活保護費 76,890 74,812 １ 生活困窮者自立支援事業 国庫支出金

12,564千円 17,726

県支出金

（１）自立相談支援事業 188

9,800千円 一般財源

（２）就労準備支援事業 56,898

489千円

（３）一時生活支援事業

11千円

（４）家計相談支援事業

1,118千円

（５）学習支援事業

847千円

（６）住居確保給付金

230千円

（７）その他の生活困窮者自立支援事業

69千円

２ その他の生活保護総務費

62,248千円

１ 生活保護総務

  費
 生活困窮者に対するこれまで

の相談支援体制については、消

費生活センターや社会福祉協議

会での相談、或いは生活保護の

相談といったように、一元化さ

れていなかった。

 また、生活保護に至る前の支

援策についても、生活保護の申

請以外に十分な支援策がなかっ

た。

 平成２７年４月に生活困

窮者自立支援法が施行さ

れ、本市においては、人吉

市社会福祉協議会内に、

「ひとよし生活困りごと支

援センター」を本市の委託

により設置した。平成２９

年度は、年間１０６件の新

規相談受付を行い、事態が

悪化する前に様々な支援機

関に繋ぐことができた。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

２ 扶助費 702,719 668,999 １ 生活保護費 国庫支出金

668,999千円 520,185

県支出金

（１）生活扶助 179,068千円 6,217

  （年間延べ世帯 3,557世帯） その他

（２）住宅扶助 59,224千円 11,807

  （年間延べ世帯 3,004世帯） 一般財源

（３）教育扶助 3,197千円 130,790

  （年間延べ世帯  205世帯）

（４）介護扶助 17,955千円

  （年間延べ世帯  888世帯）

（５）医療扶助 347,194千円

  （年間延べ世帯 3,590世帯）

（６）出産扶助 0千円

  （年間延べ世帯   0世帯）

（７）生業扶助 1,895千円

  （年間延べ世帯   92世帯）

（８）葬祭扶助  757千円

  （年間延べ世帯   4世帯）

（９）就労自立給付金  172千円

  （年間延べ世帯    5世帯）

（１０）施設事務費 59,537千円

  年間延べ保護世帯  4,282世帯

      延べ人数 5,618人

   延べ相談件数  107件

   保護申請件数 44件

   保護開始件数 45件

   申請却下件数  2件

   申請取下件数      0件

   保護廃止件数  65件

 健康で文化的な生活を守るた

め、生活に困窮する市民の最低

限度の生活を保障する必要が

あった。

 生活困窮の状態にある方

に対して、最低限度の生活

を保障するとともに、個々

の状況に即した支援に取り

組み、自立に向けた方向付

けを行うことができた。

 また、生活保護受給世

帯、保護人員及び生活保護

費は、減少傾向にある。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

４ 衛生費

 １ 保健衛生費 １ 保健衛生総務 164,143 162,214 １ 不妊治療費助成事業 県支出金

  費 325千円 291

特定不妊治療費助成事業 その他

（１）助成件数 10件 10,901

7人 一般財源

151,022

２ その他の保健衛生総務費
161,889千円

 一般の不妊治療では妊娠

することが難しいと判断さ

れた際に行われる「顕微授

精、体外受精」に対し一部

助成を行うもので、熊本県

特定不妊治療費助成事業の

助成に上乗せする形で平成

２８年度から実施してい

る。

 延べ１０件の申請があ

り、不妊治療の経済的負担

の軽減につながった。

 また、助成対象者７人の

うち２人が無事出産するに

至った。

（２）助成対象者（実人数）

 安心して子どもを妊娠・出産

できる環境づくりの一環とし

て、特定不妊治療に要する費用

の一部を助成し、治療を受ける

方の経済的負担の軽減を図る必

要があった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

２ 予防費 94,936 90,089 １ 定期予防接種事業 県支出金

87,543千円 20

（定期予防接種接種者数） その他

（１）Ａ類疾病 261

 Ｂ型肝炎 727人 一般財源

 ヒブワクチン 956人 89,808

 小児用肺炎球菌ワクチン 949人

 四種混合 987人

 不活化ポリオ 35人

 ＢＣＧ 242人

 麻しん風しん混合 509人

 水痘 412人

 日本脳炎（幼児） 708人

 日本脳炎（学童・特例） 446人

 二種混合（小６年生） 266人

 子宮頸がん予防ワクチン 2人

（２）Ｂ類疾病
 インフルエンザ 6,157人

 成人用肺炎球菌 1,327人

 予診のみ 5人

２ 先天性風しん症候群防止事業（任意）

342千円

（１）麻しん風しん混合ワクチン接種

      （無料クーポン券利用） 28人

（２）風しん予防接種費用助成事業（償還払）
5人

 全国的に２０～４０歳代の男

性は、風しんに対する抗体が低

い傾向にある。

 妊娠中の女性が風しんに感染

すると難聴、心疾患、白内障を

主な症状とする「先天性風しん

症候群」の赤ちゃんが生まれる

可能性があり、防止する必要が

あった。

 婚姻した夫婦に対し、夫

婦ともに本市に住民票があ

る場合は、麻しん・風しん

混合ワクチンの無料クーポ

ン券を交付し、先天性風し

ん症候群の防止に努めた。

 また、婚姻した夫婦のど

ちらか一方のみ本市に住民

票がある場合は、熊本県風

 予防接種法に基づき感染症の

発症や流行を予防するために、

接種勧奨を行い、一定以上の接

種率の確保が必要であった。

 予防接種法に基づき、定

期予防接種の対象者へ個別

に通知を行ったほか、更な

る接種勧奨のために広報紙

への記事掲載や乳幼児健診

等でのＰＲ活動を行った。

 また、未接種者に対して

は個別に接種勧奨を行い接

種率の向上に努めた。

 平成２９年度は、早い時

期からインフルエンザが大

流行したこともあり、年度

後半での予防接種率が伸び

悩んでしまった。

 例年、１００％近い予防

接種率である麻しん・風し

ん混合においても９4％とい

う結果であった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

３ その他の予防費

2,204千円

３ 保健センター 50,158 47,130 １ 妊婦健康診査事業 国庫支出金

  費 23,584千円 2,928

（１）妊婦健康診査受診者数 県支出金

   1回目  249人 2回目    233人 2,210

   3回目  241人 4回目    244人 その他

   5回目  234人 6回目    237人 1,502

   7回目  229人 8回目    229人 一般財源

   9回目     219人 10回目    217人 40,490

    11回目  220人 12回目       214人

          13回目     174人 14回目       119人

延べ人数   3,059人

（２）妊婦歯科健康診査受診者数 63人

しん抗体検査事業の利用を

周知し、抗体検査の結果、

風しん予防接種の対象と

なった方には、接種費用の

助成を行うことで更なる防

止につながった。

 母子保健法に基づき、妊娠月

週数に応じた健診等により、妊

婦及び胎児の健康状態把握のた

めに、妊婦健診を受けてもらう

ことが必要であった。

 妊婦健診の公費助成１４

回を継続していくことで、

妊婦の経済的負担を軽減

し、安心して出産できる環

境づくりができた。

 また、早産予防対策のた

め妊婦歯科健診を平成２９

年度から開始した。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

２ 母子保健衛生事業

1,765千円

（１）１歳８か月児健康診査受診者数   259人

（２）３歳６か月児健康診査受診者数   285人

３ 乳児健康診査事業

1,647千円

（１）３か月児健康診査受診者数 234人

（２）７～８か月児健康診査受診者数   251人

４ 巡回支援専門員整備事業
5,565千円

（１）訪問回数（16園） 339回

５ 乳児家庭全戸訪問事業
1,836千円

（１）訪問件数 213件

６ その他の保健センター費

12,733千円

 乳幼児の健康の保持及び増進

を目的に、疾病の早期発見と予

防に留意し、個々の乳幼児の特

徴に応じ、適切な保健指導を行

うため健診を実施することが必

要であった。

 集団生活を送る上で、人間関

係や認知等で困り感を持つ子ど

もが増えているため、保育園・

認定こども園・幼稚園の保育士

等と連携し、情報共有やその子

に合わせた関わり方を支援する

必要があった。

 健康診査を実施すること

で、乳幼児の身体発育、精

神発達の確認を行い、いず

れかに問題を持つ乳幼児を

早期に発見し、適切な指導

を行うことができた。ま

た、生活習慣や栄養、育

児、むし歯予防などに関す

る指導を行い、乳幼児が成

⾧するための支援をするこ

とができた。

 研修を受けた保育士が市

内保育園・認定こども園・

幼稚園を訪問し、各園の保

育士等へ指導や助言を行う

とともに、情報の共有を図

ることで、保育士等の保育

力の向上、乳幼児への適切

な支援につながった。

 子育てに悩む親の増加、養育

困難家庭の増加が背景となり、

出産後早期に相談対応や状況確

認を行う必要があった。

 全出生児に対し、家庭訪

問を行い、その時点での育

児状況や家庭環境における

問題点を把握し、適切な支

援につなげることで、育児

不安解消や虐待防止につな

がった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

４ 健康増進費 81,768 81,045 １ 健康増進事業 国庫支出金

79,787千円 92

（受診者数） 県支出金

 生活習慣病健診（ヤング健診等） 272人 2,269

 肝炎ウィルス検査 407人 一般財源

 肝炎ウィルス検査（要指導者） 4人 78,684

 胃がん検診 3,293人

 子宮頸がん検診 888人

 乳房超音波検診 86人

 マンモグラフィ検診 885人

 大腸がん検診（便潜血検査） 3,621人

 胸部レントゲン検診 4,375人

 喀痰検査  15人

 腹部超音波検診 4,885人

 前立腺がん検診 1,580人

 骨粗鬆症検診 431人

 歯周疾患検診 215人

２ 新たなステージに入ったがん検診の総合支援

  事業

513千円

（受診者数）

 子宮頸がん検診 6人

 乳がん検診 47人

３ その他の健康増進費 745千円

 がんは我が国において死亡原

因の第１位であり、がんによる

死亡者数は年間３０万人を超え

る状況である。

 女性特有のがんについては、

検診受診率が低いことから、受

診機会のなかった者に対し定期

的に受診するきっかけを作り、

受診率を向上させる必要があ

る。

 一定の年齢の者（子宮頸

がん：２０歳、乳がん：４

０歳）に対し、無料クーポ

ン券等を送付して受診勧奨

を行うことで、検診受診の

動機付け及び正しい健康知

識の普及・啓発につながっ

た。

 複合的に各健診を受けら

れる市民健診として、平成

２９年度も引き続き受診者

数の増加に努めた。

 検診の結果、精密検査が

必要な者には、訪問や通

知、広報などを活用した受

診勧奨を行い、受診につな

がるように努めた。

 歯周疾患検診について

は、申込をとらず、対象者

全員に案内をしたことによ

り、受診者が前年を大きく

上回った。

 生活環境の変化や急速な高齢

化に伴い、悪性新生物、心疾

患、脳血管疾患、糖尿病等の生

活習慣病が増加している。その

結果、医療費や介護給付費が増

大している。

 平成２５年度に生活習慣病に

重点を置き、食育の視点を取り

入れた第２期人吉市健康増進計

画・食育推進計画を策定し、

様々な健康づくり施策等に取り

組んでいる。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

５ 環境衛生費 40,508 39,898 １ ごみ減量リサイクル推進事業 県支出金

33,778千円 51

（１）資源ごみ買上げ事業 その他

   報償費 3,292千円 38,718

一般財源

   (ごみ買上げ量) 323ｔ 1,129

（２）分別基準適合物の保管業務委託

   委託料  6,179千円

   (分別基準適合物収集量)

   ガラスびん 103.97ｔ

   ペットボトル 83.11ｔ

   白色トレイ  0.55ｔ

（３）指定ごみ袋販売委託

   委託料 23,803千円

  (指定ごみ袋出荷量)

   大袋 129,650袋

   中袋 49,600袋

   小袋 13,400袋

（４）生ごみ処理容器・処理機設置事業

        補助金 205千円

処理容器設置基数６基

処理機設置基数 ８基

 生ごみ処理容器・処理機

設置事業

 家庭から排出される生ごみを処理容器等により分

解及び乾燥・堆肥化をすることで、ごみの減量化を

図るため、生ごみ処理容器１基につき購入価格の１

／２、限度額３，０００円（２基まで／世帯）の補

助、生ごみ処理機１基につき購入価格の１／２、限

度額３０，０００円（１基まで／世帯）の補助を

行った。

 ごみの減量化及び資源の有効

活用を目的とし、一般廃棄物で

大きな割合を占めている容器包

装廃棄物についてリサイクルの

必要があった。

 資源の再利用・再商品化とご

みの減量化を図るため、資源を

有効活用する循環型社会の構築

を推進する必要があった。

 実施団体に実勢価格また

は最低額８円／ｋｇの報償

費を支給し、ごみの減量及

び再資源化の推進を図っ

た。
 ペットボトル等の容器包

装廃棄物の保管業務委託に

より、再商品化の推進を

図った。

 指定ごみ袋の販売等委託によ

り、ごみ減量及びごみの適正処

理を推進する必要があった。

 指定ごみ袋制度を円滑に

実施した。

 平成４年度から、生ごみ処理

容器等の補助事業を実施してい

る。

 なお、平成２８年度以前１０

年間の設置基数及び補助額は次

のとおりである。

 生ごみ処理容器・処理機

の補助事業の普及促進を

図った結果、平成２９年度

の設置基数の成果は、以下

のとおりである。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

生ごみ処理容器設置事業（千円)

生ごみ処理機設置事業（千円)

（５）その他のごみ減量リサイクル推進事業

299千円

 
２ 墓地環境整備事業

2,556千円  
（１）墓地管理業務

  （委託料） 2,556千円

 除草工   機械除草（３回） 8,225㎡

    

 剪定工   低木（２回） 1,037㎡

       低木（玉物１回） 87本

       中木（１回） 51本

 伐採工   伐採（カシノキ外） 3本

    

３ その他の環境衛生費

3,564千円

 願成寺墓地の立木及び雑草の

繁茂等により、景観の阻害や害

虫発生の恐れがあった。

 願成寺墓地の管理業務委

託により、害虫発生を抑

え、景観の保全を図ること

ができた。

年度 基数 補助額

１９～２８ ７６ １７３

年度 基数 補助額

１９～２８ １３９ ３，１３３
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

 ２ 清掃費 １ 清掃総務費 872,678 870,281 １ 人吉球磨広域行政組合負担金 国庫支出金

824,672千円 2,995

県支出金

2,575

その他

10

一般財源

２ 浄化槽設置整備事業 864,701

8,548千円

（１）補助金 8,548千円

（２）設置基数 21基

（新設7基・改造14基）

 新設

   ５人槽      5基×332千円＝1,660千円

   ７人槽   2基×414千円＝   828千円

    改造（汲取りから）

   ５人槽      11基×382千円＝4,202千円

   ７人槽     1基×464千円＝   464千円

  
 改造（単独浄化槽から）

   ５人槽       2基×382千円＝   764千円

      Ｈ２８  １８基

          9基×   50千円＝   450千円

 単独浄化槽撤去費用補助

            2基×   90千円＝   180千円

 人吉球磨広域行政組合が所管

する各種施設の維持管理及び周

辺整備、また施設で実施するご

み処理等に係る費用等の負担金

を支出するもの。

 人吉球磨広域行政組合の

安定的な運営に寄与した。

 平成２年度から公共下水道認

可区域以外の区域について、浄

化槽の補助事業を開始してい

る。しかしながら、公共下水道

認可区域内においても、立地条

件等により、下水道に接続でき

ない地域に対しての対応が必要

とされていた。なお、前年度ま

での設置状況は次のとおりであ

る。

 改造のうち、市内の住所で浄化槽工事業の登録・

届出をしている業者による施工の場合の補助

 し尿と雑排水を併せて処

理することにより、生活環

境の保全及び公衆衛生の向

上を図ることを本事業の目

的としている。

 平成２年度からの継続事

業で公共下水道認可区域以

外の区域について、浄化槽

の設置を推進していくもの

であるが、平成２４年度か

らは、公共下水道認可区域

内においても、地理的要件

等により、７年以上下水道

接続が出来ない地域におい

ては、浄化槽設置の補助を

実施することにした。

 また、浄化槽への転換が

進まない理由として、経済

的な理由が多かったので、

市単独による上乗せ補助を

実施し、公共水域の保全を

推進する手立てを行った。

年度 人槽  基数 

５ ２８８

６～７ ３５４

７０８

２～２８

８～１０ ６６

合 計
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

３ その他の清掃総務費

37,061千円

２ 塵芥処理費 99,274 99,274 １ 一般廃棄物収集及び運搬業務委託 一般財源

99,274千円 99,274
 「廃棄物の処理及び清掃に関

する法律」で定められている事

務について、本市の「一般廃棄

物処理実施計画」に基づいて民

間へ業務委託するもの。

 民間への業務委託によ

り、一般廃棄物の収集及び

運搬業務について、適切に

処理された。

 その結果、平成２９年度

は、２１基が設置されてい

る。また、平成２年度から

の成果は設置基数７２９基

である。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

５ 労働費

 １ 労働諸費 ２ シルバー人材 13,520 13,520 １ シルバー人材センター運営事業 一般財源

  センター費  （補助金） 13,520千円 13,520

 

（就業開拓員の設置）

（受託事業）

・植木・剪定・消毒・大工作業

・除草・草払い・清掃・農作業・片付け
・高齢者世帯清掃・家事・買い物

（独自事業）

・食品販売

・手芸品・インテリア小物販売

・ふるさと納税返礼品

 シルバー人材センターの

平成２９年度の事業成果は

以下のとおりである。

（受託事業）

・受注件数     ４，０６１件

・受注額

   １１９，３０８千円

受注額は前年比

       １０５.８％増

（派遣事業）

平成２９年度末会員数

             ３７０人

延べ就労数

                  ３０，７３７人

 センター会員のボラン

ティア活動も行われ、所得

の確保と生きがいづくり、

健康づくりができた。

 センター運営事業を補助

することにより、「生涯現

役」の実現の成果を上げる

ことができた。

 シルバー人材センターが行う以下の事業に対し、

補助金を支出するもの。

 高齢社会が急速に進む中、国

民年金受給年齢の引き上げや

「高齢者等の雇用の安定等に関

する法律」の改正等で高齢者の

就労に関する環境に変化が生じ

ている。

 健康で働く意欲のある高齢者

に就業機会の提供をし、高齢者

が永年培ってきた経験・技術を

最大限に生かして社会参加や生

きがいの充実や生活の安定を図

る「生涯現役」を実現する必要

があった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

６ 農林水産業費

 １ 農業費 １ 農業委員会費 48,438 47,801 １ 機構集積支援事業 2,959千円 県支出金

  9,378

（１）農地法に基づく事務の適正実施のための支援 その他

646

一般財源

37,777

 ア 農地の利用状況等の調査 1,003千円

 イ 農地等の台帳の整備 1,413千円

（２） 農地の有効利用を図るための支援

543千円

２ その他の農業委員会費

44,842千円

３ 農業振興費 112,095 110,225 １ 人吉市農業活性化対策事業 県支出金

 （補助金） 6,881千円 83,469

その他

2,011

一般財源

24,745

 農業機械の共同利用や農作業の受委託をはじめ、

認定農業者の経営改善計画実現のための事業や有害

鳥獣被害対策、畜産経営支援事業などに取り組む農

業者に対して事業費の一部助成を行った。

 平成２８年４月１日に施行さ

れた農業委員会に関する法律の

改正により、新たに農地利用最

適化推進委員を設置し、農地の

集積や遊休農地の解消など農地

利用の最適化業務が義務付けら

れた。

 平成２９年７月２０日に

新たに設置した農地利用最

適化推進委員と農業委員と

の連携による取組みによ

り、担い手への農地集積や

遊休農地の解消など農地利

用の最適化が図られた。

 市内全農地の利用状況を調査し、遊休農地につい

ては農地利用意向調査を行う。調査後結果を農地台

帳に入力し公表する。

 農地の有効利用を図るための活動や農業委員等の

資質向上のための活動を行う。

 農業を取り巻く状況が厳しく

なる中で、本市の地域農業の担

い手である認定農業者や営農組

織等が取り組む営農活動に支援

を行うことで、地域農業の活性

化を図る必要があった。

 延べ９団体及び２１個

人・法人へ助成を行い、農

業機械の共同利用や認定農

業者の経営改善計画の実

施、有害鳥獣の被害防止な

どが図られた。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

２ 中山間地域等直接支払事業

 （事業費） 8,313千円

（１）急傾斜農用地（地目：田 ３集落対象）

  ３集落227,564㎡ 単価21,000円/10a

（２）緩傾斜農用地（地目：田 ５集落対象）

  ５集落441,815㎡ 単価  8,000円/10a

３ 健康農産物ブランド化推進事業

 （補助金） 600千円

４ 環境保全型農業直接支援対策事業

 （事業費） 1,523千円

 都市圏（福岡市、北九州

市）においてイベントを開

催したことで、農産物や物

産品のＰＲと販路拡大及び

観光ＰＲが図られ、本市の

知名度アップに寄与した。

 中山間地域では、耕作条件不

利に加え、農業従事者の高齢化

や後継者不足等が進展してお

り、農業・農村が持つ多面的機

能の維持のため、第４期対策

（Ｈ２７～Ｈ３１）として事業

を行う必要があった。

 ５集落において集落協定

の締結がなされ、協定内農

地においては共同作業等に

よる農業生産活動や農地並

びに農道・水路の維持・管

理など多面的機能の確保が

できた。

 耕作放棄地の増加防止、農業・農村が持つ多面的

機能を維持するため、集落協定の推進を図った。

 人吉ブランドを確立し、知名

度アップによる地域振興と産業

の発展を図るため、都市圏にお

いて農産物、物産品及び観光等

人吉市の多様な地域資源を紹

介・アピールする必要があっ

た。

 農業、商工業、観光業関係者で構成し、都市圏を

中心に、農産物の販路確保や物産の販売促進及び観

光ＰＲ活動を行う人吉ブランド化実行委員会に経費

の一部を助成した。

 ３組織が、有機農業、カ

バークロップ、草生栽培に

取り組み、環境保全効果の

高い営農活動を達成するこ

とができた。

 農業分野においても地球温暖

化や生物多様性保全に積極的に

貢献していくことが重要となっ

ており、環境保全効果の高い営

農活動に取り組む農業者への支

援が必要であった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

５ 人吉市クリせん定作業支援補助金

 （補助金） 305千円

（せん定作業利用料金の２分の１）

 １日１人当たり10,000円

 半日１人当たり 5,000円

６ 農地中間管理機構事業

 （事業費） 3,197千円

７ 農業次世代人材投資事業交付金

12,000千円

 農家の高齢化が進む中、クリ

生産農家においても高齢化によ

るせん定作業の遅れや未実施に

より、クリの高木化が進み、ク

リの品質低下や収量の減少につ

ながっていた。こうした中、市

が推進する農産物のブランド化

を進めるに当たりクリの低樹高

せん定を支援し、クリの品質向

上と収量アップを目指す必要が

あった。

 農家の高齢化や前年度ま

での本事業実施による低樹

高園地の増加等により、実

績としては昨年度を上回る

実施件数１０件、せん定実

施面積３.６６ｈａであっ

た。その結果、クリ果実の

大型化や品質向上、台風被

害の軽減といった効果が

あった。

 継続申請者６名・１夫婦

及び新規申請者１名に対

し、農業次世代人材投資資

金（経営開始型）を１２，

０００千円交付し、独立・

自営に向けた就農支援を行

うことができた。

 農地中間管理機構を含む

関係機関と連携して農地の

出し手と受け手とのマッチ

ング作業、集落の話し合い

を推進した結果、新たな担

い手の掘り起こしと１集落

で集落営農法人の設立がで

きた。

 全国的に農業の担い手が不足

していることから、本市におい

ても国の施策に基づき、青年就

農意欲の喚起と就農後の定着を

図るため、経営が不安定な就農

直後（５年以内）の所得を確保

する必要があった。

 本市で就農し、かつ農業次世代人材投資資金の交

付を決定した新規就農者（継続申請者・新規申請

者）に対し、独立・自営就農を後押しするため、農

業次世代人材投資資金を交付した。

 市内に在住するクリの生産・販売を行う農家が実

施するクリの低樹高せん定に対し、その経費の一部

助成を行った。

 農地の中間的受け皿となる農

地中間管理機構が設立され、担

い手への農地集積・集約化、生

産コストの削減を進めていく必

要があった。

 農地中間管理事業推進員を１名雇用し、本事業の

周知、農地の出し手の掘り起こし、出し手及び受け

手との調整、集落営農組織設立のための支援を行っ

た。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

８ 農業経営力向上支援事業補助金 

400千円

９ 法人経営安定化支援事業補助金

65千円

１０ 前年度繰越事業

60,080千円

（１）産地パワーアップ事業推進補助金

56,680千円

（２）ＪＡくま栗選果選別施設整備事業補助金

3,400千円

１１ その他の農業振興費

16,861千円

 選果機の高度化により選

果・出荷作業が省力化した

ことで、品質や販売高が向

上した。このことにより、

農家の生産意欲の維持・向

上につながり、生産面積の

増加、産地の維持拡大が図

られた。

 栗の選果に必要な選別ドラムや研磨機等の選果施

設一式を整備した。

 当地の栗は、県内有数の出荷

量を誇る産地であるが、選果施

設の老朽化による作業の遅れや

生産農家の高齢化により、品質

や出荷量に影響が出ていた。こ

のため、作業受託班等の整備や

選果機を導入し、選果システム

を構築することで、生産面積の

維持・拡大や高品質栗の安定供

給を図る必要があった。

 高性能栗選果機の導入にあたり、地域の関係者が

一体となって推進するということで、施設整備に必

要な経費の一部を支援した。

 設立後間もない法人は、経営

が安定するまで期間を要するた

め、早期安定化に繋がるよう当

初から会計・経理管理を適切に

行うことが必要であった。

 設立後間もない法人に対し、初期運営費用として

新規作物導入に伴う費用を支援した。

 収益性の高い新規作物の

導入に伴う費用を支援し、

法人の経営安定化に繋がっ

た。

 法人経営は様々なメリットが

あるため、意欲ある農業者が本

格的な農業経営者へと成⾧し、

経営発展を図ることができるよ

う、農業経営の法人化を推進す

るとともに、経営の質の向上を

図る必要があった。

 １集落営農組織の法人化

に向けた取り組みに必要な

経費等を支援し、集落営農

法人を設立することができ

た。

 集落営農の法人化に向けた取り組みに必要な経費

等を支援した。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

４ 畜産業費 3,863 3,251 １ 優良子牛保留奨励事業 一般財源

 （補助金） 2,000千円 3,251

 （50,000円×40頭）

２ その他の畜産業費 

1,251千円

５ 農地費 92,472 88,552 １ 市単独事業 国庫支出金

  21,510千円 9,904

（１）委託料 県支出金

1,064千円 37,600

 ア 上ノ平橋橋梁詳細点検業務委託 地方債

799千円 10,400

 イ その他２件 その他

265千円 410

（２）工事請負費 一般財源

6,588千円 30,238

 ア ⿁木地区農道改修工事
   1,825千円

 イ その他５件

4,763千円

（３）原材料費
4,001千円

 農業用施設の未整備や老朽化

により、農家による施設の維持

管理に多大な労力を要してい

た。

 農業用施設を整備したこ

とにより、農業生産基盤が

充実し農家の維持管理の負

担軽減が図られた。

 優良子牛４０頭の保留が

でき、将来的な優良母牛の

確保ができた。

 畜産経営の安定化には、優良

血統を有する繁殖雌牛の確保が

不可欠であるが、子牛価格の高

騰により、導入にかかる費用負

担が増大しているため、優良血

統を有する子牛を母牛として保

留する方法は、畜産経営安定化

を図る上において大変重要な課

題であった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

（４）負担金、補助金及び交付金

8,367千円

（５）その他

1,490千円

   
２ 県営事業負担金

1,506千円

（１）県営錦南部５期農免農道整備事業負担金

1,506千円

   
３ 多面的機能支払交付金事業

46,479千円

（１）負担金、補助金及び交付金

45,581千円

 ア 人吉地域広域協定運営委員会

40,112千円

 イ 戸越地域環境保全隊

1,723千円

 ウ 下東漆田地域資源保全隊

2,621千円

 エ 大柿地域資源保全隊

1,125千円

（２）その他

898千円

 地域の景観形成や農業用施設

の農家による維持管理に多大な

労力を要していた。

 農業者を中心とする地域

住民が、地域内の農地や水

路等の草刈りなどの活動に

より、農村環境の向上に寄

与した。

 全線開通を目指し、事業

の進捗が図られた。

 人吉市と錦町を結ぶ広域農道

を、農産物の流通や農業経営の

効率化を目的として整備を行う

必要があった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

４ 団体営農業農村整備事業

18,624千円

（１）委託料

2,862千円

 ア 下戸越地区水路測量設計業務委託

2,862千円

（２）工事請負費

15,762千円

 ア 古仏頂地区ゲート設置工事

7,038千円

 イ その他２件

8,724千円

５ その他の農地費

433千円

 農業用施設の老朽化により、

農家による施設の維持管理に多

大な労力を要していた。

 農業用施設を整備したこ

とにより、農業生産基盤が

充実し農家の維持管理の負

担軽減が図られた。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

 ２ 林業費 ２ 林業振興費 121,796 121,408 １ 環境保全事業 国庫支出金

  5,135千円 14,216

県支出金

43,132

地方債

6,600

（１）有害鳥獣被害対策実施隊報酬 1,242千円 その他

（２）有害鳥獣捕獲報償費 3,635千円 24,918

（３）その他の経費 258千円 一般財源

32,542

２ 市有林整備事業（補助）

20,699千円

（１）下刈業務委託料   84.02ha 16,749千円

（２）新植業務委託料     2.46ha 2,650千円

（３）防護柵設置業務委託料

                 906ｍ 1,300千円

３ 素材生産販売委託事業

21,986千円

（１）素材生産販売委託料 21,986千円

 ア 面積    13.88ha

 イ 搬出量   2,158㎥

 立木の成⾧過程で過密となっ

た森林に対しての間伐、また主

伐期を迎えた森林に対しての伐

採の必要性があると同時に、森

林経営の一環として利益を得る

ために、搬出材を販売する必要

があった。

 間伐により健全で活力あ

る森林の育成、また主伐に

よる森林サイクルの循環を

図るとともに、木材の販売

収入を上げることができ

た。

 素材の生産販売のため、伐木・搬出・運搬・販売

に係る一連の業務を委託するもの。

 イノシシ・シカ・サル等の有

害鳥獣による農林産物等への被

害が発生し、捕獲が必要であっ

た。

 有害鳥獣による農林産物

への被害を最小限に抑える

ことができた。 本市特別職非常勤職員である人吉市鳥獣被害対策

実施隊への年間報酬を支出するとともに、シカ・サ

ル・カラスの捕獲、駆除に係る１頭(羽)あたりの定額

報償費を支払うもの。

 森林経営計画に基づく保育事

業並びに林況に即した施業が必

要であった。

 適正な事業の実施により

市有林の健全な育成が図ら

れた。 国及び県の補助金を活用し、市有林を整備するも

の。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

４ スマート林業実践事業

28,432千円

５ その他の林業振興費

45,156千円

 ３ 水産業費 １ 水産業振興費 950 950 １ 球磨川漁業協同組合への鮎増殖事業 一般財源

   （補助金） 950千円 950
 球磨川漁業協同組合にお

いて、本事業などにより、

約６２万３千尾の購入稚鮎

（内本事業分６万尾）をは

じめ、全体で約１８０万尾

の稚鮎の放流を実施するな

ど球磨川鮎の増殖がなさ

れ、水産業の振興及び地域

経済の活性化に寄与するこ

とができた。

 現状を分析した上で検討

委員会を組織し、事業参画

や連携体制に係る検討を行

い、国内外の優良事例地の

研修や普及啓発活動、林業

従事者育成等のプログラム

を開発し、今後に向けて一

定の成果を上げることがで

きた。

 木材価格の低迷等により採算

性が悪化して林業従事者や林業

収入が減少する結果となってい

るため、若い世代を中心に、林

業により地域で生活できる新た

な林業の体制を構築する必要が

あった。

 国の交付金を活用し市内全域のレーザー計測を行

い、それにより得られた森林情報を解析した上で、

Ｇ空間やＩＣＴ技術を駆使して資源を効率的に活用

するため、新たなビジネスモデル構築のための検

討・開発等を行うもの。

 近年、温暖化現象等の環境変

化による球磨川の遡上鮎の減少

傾向は、水産業の振興上、極め

て深刻な問題であり、稚鮎の確

保をはじめ球磨川鮎の増殖は、

水産業の振興及び地域経済活性

化のため必要であった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

７ 商工費

 １ 商工費 ２ 商工業振興費 146,903 144,274 １ 各種団体等への補助金 国庫支出金

  24,577千円 26,666

その他

（１）人吉市商店街活性化事業補助金 64,280

（空き店舗開業支援事業等） 一般財源

9,787千円 53,328

（２）人吉市中小企業不況対策資金利子補給金

1,775千円

（３）小規模事業指導事業補助金

10,956千円

（４）その他の補助金
2,059千円

２ 地域情報通信ネットワーク管理事業
5,403千円

（１）地上デジタルテレビ放送再送信機器リース料
1,108千円

 中心市街地の活性化を図るた

め空き店舗対策を行う商店街等

に対する資金面での支援が必要

であった。

 空き店舗での開業者の支

援を行うこと等により、中

心市街地における開業者の

定着を図るなど、賑わいを

創出した。

 中小企業の不況対策として、

利子補給事業を継続して実施す

る必要があった。

 市内の中小企業者が融資

を受ける場合に必要な利子

の一部を助成することによ

り、中小企業者の借入れの

軽減に寄与した。

 人吉商工会議所の指導力強

化、小規模事業指導事業への取

組に対し、支援を行う必要が

あった。

 地元企業に対する総合的

な経営指導等の充実を図る

ため、人吉商工会議所が行

う小規模事業指導事業に対

し補助金を交付することに

より、地域商工業の振興及

び安定に寄与した。

 大塚コミセンと大畑コミセン

の中継センターに設置されてい

 地上デジタルテレビ放送

再送信機器の予備機導入
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

 ア  債務負担行為    平成２８～３３年度

 イ  使用料及び賃借料 1,108千円

（２）光ブロードバンド機器リース料

2,912千円

 ア  債務負担行為 平成２８～３３年度

 イ  使用料及び賃借料 2,912千円

   

３ 起業創業・中小企業支援センター事業
4,122千円

（１）報償費 40千円

（２）普通旅費 230千円

（３）委託料 3,780千円

（４）使用料及び賃借料 72千円

 大塚コミセンと大畑コミセン

の中継センターに設置されてい

る光ブロードバンド機器につい

て、導入から５年以上が経過

し、故障のリスクが高まるとと

もに、メーカーによるサポート

期間の終了期限も迫っていたこ

とから平成２８年１２月に機器

を更新し、安定した供給を図る

必要があった。

 光ブロードバンド機器の

更新後、光ブロードバンド

サービスの安定供給を持続

することが出来ている。

 「第５次総合計画後期基本計

画」に基づき、市内事業者の振

興を図るため、売上向上に重点

をおいた中小企業事業者及び起

業を志す方の相談支援を行う

「（仮称）人吉起業創業・中小

企業支援センター」の平成３０

年度設立に向けセンター⾧を選

考する必要があった。

後、安定した施設の運用が

図られている。

る地上デジタルテレビの再送信

機器について、導入から５年以

上が経過し、故障等のリスクが

高まりつつあったため、平成２

８年８月に予備機を導入し、安

定した施設の運用を図る必要が

あった。

 日経新聞への掲載やビズ

リーチなどのウェブサイト

への掲載及び東京都内での

イベントでのＰＲを実施

し、全国から１２７名の応

募があった。

 １次選考（書類）を平成

２９年１２月１４日に実施

し、通過者５名を選出。平

成３０年１月２７日に２次

選考（面接）を実施し、採

用予定者を選出した。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

４ 企業誘致に要する経費

1,417千円

５ 前年度繰越事業

40,000千円

（１）企業誘致に要する経費

40,000千円

６ その他の商工振興費

68,755千円

 本市の地域資源や南九州の要

衝というエリアの拠点性を活用

した企業誘致活動に取り込むこ

とで、主に若年層の雇用の場の

確保を図る必要があった。

 本市に雇用の場を拡大す

るため、南九州の地域資源

の強みである畜産業の潜在

力を活かした関連企業の集

積やＩＴ企業のサテライト

オフィス誘致、既存進出企

業の工場増設を図るべく誘

致活動を展開した。

 共栄精密株式会社が、総

務省の地域経済循環創造事

業交付金を活用し、梢山工

業団地内にきくらげ等の菌

床栽培棟を新たに増設する

ことにより、雇用の場の確

保などにつながった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

３ 観光費 79,318 77,475 １ 観光振興事業  72,470千円 地方債

  2,800

（１）印刷製本費 4,704千円 その他

8,500

 ア パンフレット 2,226千円 一般財源

 イ マップ 1,906千円 66,175

 ウ ポスター 440千円

 エ その他印刷製本費 132千円

（２）広告料  11,360千円

 ア インターネット広告 5,000千円

 イ テレビスポット 3,370千円

 ウ 新聞雑誌広告 2,605千円

 エ その他広告 385千円

（３）委託料 21,239千円

 ア 人吉花火大会 1,500千円

 イ 人吉梅まつり 1,009千円

 ウ 観光産業案内所業務委託 7,184千円

 エ からくり時計改修業務委託 7,303千円

 オ 赤池観音駐車場測量設計 3,132千円

 カ その他観光施設管理業務委託 1,111千円

 テレビでの観光情報番組

の配信、各種雑誌等での本

市の観光ＰＲを行い、観光

客の誘客に繋げることがで

きた。

 またＹｏｕＴｕｂｅイン

ストリーム広告を実施し、

デジタルならではのブラン

ドリフト等の分析を行っ

た。

 観光客の誘客を図るため、

様々な宣伝媒体を活用し、本市

の観光ＰＲを行う必要があっ

た。

 各種イベントを民間団体に運

営、実施させることで、魅力あ

る事業とし観光客誘客促進を図

る必要があった。

 また、観光案内所業務、パン

フレット制作、観光施設の清掃

等を民間団体に委託すること

で、観光客の利便性や安全性の

向上を図る必要性があった。

 老朽化したからくり時計の⾧

寿命化のための改修を実施する

 民間団体に業務を委託す

ることによって、魅力ある

イベント実施ができ、観光

客誘客につながった。

 また、案内所業務、観光

施設管理等を民間団体に委

託することで観光客の利便

性や安全性の向上が図られ

た。

 からくり時計のオーバー

ホールを行い、⾧寿命化に

 観光客の誘客を図るため、本

市の観光素材を宣伝することを

目的に印刷物を作成する必要が

あった。

 パンフレット等の印刷物

を活用し、本市の魅力ある

観光情報を発信し、観光客

の誘客に繋げることができ

た。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

（４）工事請負費  940千円

   観光案内所エアコン取替工事

（５）負担金 9,323千円

   員会 7,000千円

 イ その他負担金 2,323千円

（６）補助金 24,904千円

 ア 人吉温泉観光協会 11,900千円

 イ 民謡民舞九州地区大会 950千円

 ウ 日本百名城人吉お城まつり 8,990千円

 エ くま川下り株式会社事業再生支援

2,540千円

 オ その他補助金 524千円

２ その他の観光費 5,005千円

 観光客誘客のため、民間が主

体となった観光素材の開発やお

もてなしの充実及びイベントを

実施する必要があった。

 経営困難な状況に陥っている

くま川下り株式会社に対し、筆

頭株主として事業再生への支援

が必要であった。

 地域資源を活用した観光

素材の開発やおもてなしの

充実及びイベント実施によ

り多数の観光客や参加者に

本市を訪問いただき、観光

客誘客に大きく貢献した。

 経営コンサルタントの協

力により、くま川下り株式

会社事業再生計画を策定す

ることができた。

つながった。

 赤池観音駐車場の工事の

準備が整った。

 夏休み前に工事が完了で

き、快適な環境で観光案内

ができた。

 本市の観光情報を広く発信す

るとともに、人吉球磨広域連携

による観光客誘致の推進を図る

必要があった。

 広域連携により、人吉球

磨地域の周遊滞在型観光商

品の開発やおもてなし活動

等を実施し、観光客誘客へ

と繋げることができた。

 ア ひとよし・くま旬夏秋冬キャンペーン実行委

 平成２０年度に整備した人吉

駅にある観光案内所のエアコン

が故障し、交換の必要があっ

た。

必要があった。

 赤池観音に駐車場を整備する

必要があった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

４ 石野公園運営 23,957 23,434 １  石野公園運営事業 その他

  費 10,397千円 1,223

（１）委託料 一般財源

 ア 石野公園売店販売及び園内清掃業務委託 22,211

7,600千円

 イ 石野公園浄化槽維持管理業務委託
1,249千円

 ウ 展望所内迷路設置委託料

1,056千円

（２）備品購入費

 ア 懸垂幕・のれん 492千円

２ その他の石野公園運営費 13,037千円

 公園内の清掃等を行うこ

とにより来園者に快適な空

間の提供ができた。懸垂

幕、のれんの更新を行い各

館の場所がはっきりわかる

ようになった。

 木製迷路を展望所内に設

置し、子どもたちの遊び場

所が増えた。

 来園者にとって快適な空間を

提供し、来園者の増加を図るた

めに公園内の清掃等を行う必要

性があった。また、日焼けなど

により、老朽化した懸垂幕など

を更新する必要があった。

 スマート林業実践事業で作成

した、木製迷路を活用するため

石野公園展望所に移設する必要

があった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

８ 土木費

 １ 土木管理費 １ 土木総務費 64,923 56,100 １ 民間住宅耐震改修促進事業        国庫支出金

  592千円 226

県支出金

（１）戸建木造住宅耐震改修等事業補助金 164

592千円 一般財源

55,710

２ 住宅リフォーム促進事業        

10,000千円

（１）人吉市住宅リフォーム促進事業補助金

10,000千円

３ アスベスト調査分析事業        

90千円

（１）人吉市アスベスト調査分析事業補助金

90千円

４ その他の土木総務費

45,418千円

 住宅リフォーム促進事業

では、市内の登録施工業者

を利用した住宅リフォーム

費用の一部を助成したこと

により、住生活の質の向上

及び住宅の⾧寿命化を推進

するとともに定住の促進に

資することができた。

 また、助成金の２分の１

を、きじ馬スタンプ協同組

合商品券で交付したこと

で、地域経済の活性化に寄

与することができた。

 アスベスト調査分析事業

では、建築物のアスベスト

含有調査への助成を行った

ことにより、利用者の健康

被害等を防止し、安全性を

確保することができた。

 住民の安全で安心な住環境確

保かつ定住促進のため、住宅の

耐震性の向上及び機能維持、居

住環境の整備、性能向上による

住宅の⾧寿命化を行う必要が

あった。

 また、建築物からアスベスト

の疑いのある素材が見つかった

ため、アスベスト含有調査を行

う必要があった。

 民間住宅耐震改修促進事

業では、戸建木造住宅の耐

震改修費の一部を助成した

ことにより、住宅の耐震化

を図ることができた。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

 ２ 道路橋梁費 １ 道路橋梁総務 32,994 32,379   １ 道路橋梁総務費   一般財源

  費 32,379千円 32,379

 
（１）委託料

3,834千円

 ア 道路台帳整備更新作業業務委託

3,834千円

（２）その他の道路橋梁総務費

28,545千円

２ 道路維持費 137,307 127,754 １ 道路維持費 国庫支出金

54,925千円 22,198

地方債

（１）委託料 19,178千円 46,100

その他

  （地質調査委託） 3,500

   瓦屋川村線外 670千円 一般財源

55,956

  （草刈業務委託）           

   羽田橋元川線外 2,895千円

  （側溝浚渫業務委託）         

   人吉矢岳線外 1,842千円

  （支障木伐採業務委託）        

   下林北願成寺線外 2,619千円

  （その他の道路維持委託）

11,152千円

 市道の維持管理業務として、

草刈・側溝浚渫・支障木伐採等

を実施する必要があった。

 草刈・側溝浚渫等の維持

管理業務の適切な委託によ

り、道路環境が良くなっ

た。

 今年度の改築工事箇所等につ

いて、道路台帳を更新する必要

があった。

 今年度の改築工事箇所に

ついて、道路台帳を更新す

ることができた。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

（２）工事請負費 33,239千円

 ア 下漆田地内６号線外１３線 33,239千円

（３）その他の道路維持費 2,508千円

２ 社会資本整備総合交付事業（維持）

12,525千円

（１）工事請負費 12,525千円

 ア 下林南願成寺線 8,125千円

 イ 瓦屋川村線 4,400千円

３ 公共施設等適正管理推進事業

34,979千円

（１）工事請負費 34,979千円

 ア 下林南願成寺線 21,078千円

 イ 上林中神線 13,901千円

 幹線市道において、舗装面の

劣化等を改善するため、社会資

本整備総合交付金事業で補修工

事を行う必要があった。

 舗装面の劣化等が改善

し、交通の安全を確保する

ことができた。

 舗装面の劣化等が改善

し、交通の安全を確保する

ことができた。

 道路舗装面の劣化、路肩の欠

損、排水溝の破損等に伴い、交

通及び日常生活に支障をきた

し、維持・修繕を早急に行う必

要があった。

 道路舗装面の劣化、路肩

の欠損、排水溝の破損等の

修繕を行ったことにより、

交通の安全を確保すること

ができた。

 幹線市道において、舗装面の

劣化等を改善するため、公共施

設等適正管理推進事業債（⾧寿

命化事業）で補修工事を行う必

要があった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

４ 前年度繰越事業

25,325千円

（１）社会資本整備総合交付金事業（維持）

25,325千円

  （工事請負費） 25,325千円

   七地蟹作線

   下林南願成寺線

   鹿目丸岩線

   下林北願成寺線

   戸越草津線

３ 道路新設改良 1,093,271 610,354 １ 道路新設改良事業（単独） 国庫支出金

        費 124,474千円 128,576

地方債

（１）委託料  23,223千円 162,200

その他

  （測量設計委託料）   254,562

 ア 西間地内第９号線外８線 22,359千円 一般財源

65,016

  （地質調査委託料）          

 イ 戸越永葉線外４線 864千円

（２）工事請負費 65,449千円

 ア 南町園田線外１１線 65,449千円

（３）その他の道路新設改良事業費 35,802千円

 舗装面の劣化等が改善

し、交通の安全を確保する

ことができた。

 幹線市道において、舗装面の

劣化等を改善するため、社会資

本整備総合交付金事業で補修工

事を行う必要があった。

 市民から利便性や安全性、快

適性を求める声が大きくなって

きており、道路・側溝等の改良

工事及び整備工事等を行う必要

があった。

 設計等の委託を行ったこ

とにより、改良工事に向け

た準備ができた。

 道路・側溝等の改良工事

を施工し、交通の安全及び

利便性が確保された。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

２ 広域行政組合受託事業

40,886千円

（１）委託料  4,371千円

  （測量設計委託料）

 ア 赤池水無第１号線外１線 4,371千円

（２）工事請負費 34,097千円

 ア 赤池古屋敷第２号線 34,097千円

（３）その他の広域行政組合受託事業費 

2,418千円

３ 社会資本整備総合交付金事業（道路）

36,106千円

（１）委託料 11,835千円

  （測量設計委託料）

 ア 戸越永葉線 6,750千円

 イ 瓦屋地区交通安全 5,085千円

 
（２）工事請負費 18,500千円

 ア 下林北願成寺線側溝改良（中林工区）

10,300千円

 イ 下林北願成寺線歩道設置（瓦屋町工区）

8,200千円

（３）補償費 5,771千円

 ア 下林北願成寺線（瓦屋町工区）

 赤池水無第１号線外１線

の設計委託を行ったことに

より改良工事に向けた準備

ができた。

 クリーンプラザ延命化に伴う

条件整備受託事業を進めるた

め、赤池水無第１号線外１線の

測量設計や赤池古屋敷第２号線

の改良工事を行う必要があっ

た。

 工事がしゅん工し、道路

利用者の安全の確保ができ

た。

 用地補償を行い、工事に

向けた準備が進んだ。

 赤池古屋敷第２号線の工

事が完了し、道路利用者の

交通の安全が確保できた。

 通学路や生活道路の安全を確

保するため、社会資本整備総合

交付金事業で測量設計・改良工

事及び用地補償を行う必要が

あった。

 設計等の委託を行ったこ

とにより、改良工事に向け

た準備ができた。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

４ 県営事業負担金

830千円

（１）負担金 830千円

   単県側溝整備事業           

 ア 国道２１９号（相良町）        

 イ 国道４４５号（下城本町）

５ 人吉・球磨スマートインターチェンジ整備に要

  する経費 168,758千円

（１）委託料 104,326千円

（２）工事請負費 34,900千円

（３）公有財産購入費 358千円

（４）負担金 27,246千円

（５）補償費 886千円

 （６）その他の人吉・球磨スマートインターチェン

   ジ整備に要する経費 1,042千円

６ 前年度繰越事業

  186,356千円

（１）道路新設改良事業（単独） 17,943千円

  （委託料） 15,120千円

   青井西間線

  （公有財産購入費） 1,665千円

   南町地内第１号線          

   荒毛牛塚線 

 設計等の委託を行ったこ

とにより、改良工事に向け

た準備ができた。

 市民から利便性や安全性、快

適性を求める声が大きくなって

きており、道路・側溝等の改良

工事及び整備工事等を行う必要

があった。

 スマートＩＣ整備事業に伴

い、九州自動車道から国道に連

結する市道等の整備等を行う必

要があった。

 国道２１９号の仮設道路

工事など整備を行い、ス

マートＩＣ整備事業の進捗

が進んだ。

 国道の側溝整備により、

交通の安全及び利便性が確

保された。

 単県道路改築事業（改良）箇

所、単県道路改良事業（側溝整

備）箇所について県に事業要望

を行い、危険箇所等を改善して

もらう必要があった。

 用地購入・補償を行い、

工事に向けた準備が進ん

だ。

60



予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

  （補償費） 1,158千円

   南町地内第１号線           

   荒毛牛塚線

（２）社会資本整備総合交付金事業（道路）

11,728千円  

  （工事請負費） 10,638千円

   下林北願成寺線

  （公有財産購入費） 1,090千円

   下林北願成寺線

 
（３）人吉・球磨スマートインターチェンジ整備に

   要する経費 156,685千円

   

  （委託料） 37,014千円

  （工事請負費）  118,570千円

  （補償費） 1,101千円

７ 逓次繰越

52,944千円

（１）人吉・球磨スマートインターチェンジ整備に

   要する経費 52,944千円

  （委託料） 48,492千円

  （負担金）  4,452千円

 通学路や生活道路の安全を確

保するため、社会資本整備総合

交付金事業で改良工事及び用地

購入を行う必要があった。  工事がしゅん工し、道路

利用者の安全の確保ができ

た。
 用地購入を行い、工事に

向けた準備が進んだ。

 スマートＩＣ整備事業に伴

い、九州自動車道から国道に連

結する市道等の整備等を行う必

要があった。

 国道２１９号の仮設道路

工事など整備を行い、ス

マートＩＣ整備事業の進捗

が進んだ。

 国道２１９号の仮設道路

工事など整備を行い、ス

マートＩＣ整備事業の進捗

が進んだ。

 スマートＩＣ整備事業に伴

い、九州自動車道から国道に連

結する市道等の整備等を行う必

要があった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

５ 橋梁新設改良 285,660 181,820 １ 橋梁新設改良費 国庫支出金

  費 19,839千円 93,308

地方債

（１）事務費 19,839千円 42,200

一般財源

46,312

２ 社会資本整備総合交付金事業（橋梁）

35,377千円

（１）委託料  35,339千円

   人吉市橋梁点検業務委託

（２）その他の社会資本整備総合交付金事業

38千円

３ 大規模修繕・更新事業

79,602千円

（１）委託料 5,723千円

   曙橋 

（２）工事請負費 73,879千円

   曙橋 

４ 前年度繰越事業

47,002千円

（１）社会資本整備総合交付金事業（橋梁）

47,002千円

 適切な時期に修繕を行ってい

き、将来的な財政負担の低減及

び道路交通の安全性の確保を図

るため、近接目視を基本とした

橋梁点検を行う必要があった。

 平成２１年度及び平成２２年

度に実施した橋梁点検の結果に

基づき、曙橋の補修工事等を行

う必要があった。

 曙橋の地質調査等が完了

し、工事に向けた準備が進

んだ。
 曙橋の補修工事を行った

ことにより補修の進捗が図

られた。

 市が管理する２９１橋の

うち、１０橋の近接目視点

検を行うことができた。

（５か年計画の４年目）
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

  （委託料） 18,947千円

   人吉市橋梁点検委託料

   羽田橋橋梁設計委託料

  （工事請負費） 28,055千円

   上麓橋

   宇野橋

６ 交通安全対策 16,450 16,319 １ 交通安全対策費 15,480千円 その他

  費 5,000

 (１)工事請負費 15,480千円 一般財源

   村山観音道路線外８線 11,319

２ 交通安全対策費（里道・私道） 839千円

 （１）工事請負費 839千円

    里道安全施設

 適切な時期に修繕を行ってい

き、将来的な財政負担の低減及

び道路交通の安全性の確保を図

るため、近接目視を基本とした

橋梁点検を行う必要があった。

羽田橋の詳細調査及び設計を行

い、補修工事に向けた準備を行

う必要があった。

 平成２１年度及び平成２２年

度に実施した橋梁点検の結果に

基づき、補修工事を行う必要が

あった。

 カーブが多く見通しの悪い場

所や車両通行の頻繁な場所の安

全確保のため、カーブミラー等

の交通安全施設を整備する必要

があった。

 また、破損している交通安全

施設を修復する必要があった。

 市が管理する２９１橋の

内、１０橋の近接目視点検

を行うことができた。設計

委託が完了し工事に向けた

準備ができた。

 工事が完了し、通行車両

や歩行者の安全を確保する

ことができた。

 ガードレール、ガードパ

イプ、カーブミラー等の設

置、通学路へのグリーンラ

インの設置により、通行車

両や歩行者の安全を確保す

ることができた。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

 ３ 住宅費 １ 住宅管理費 103,341 101,020 １ 住宅管理費 地方債

  101,020千円 5,200

その他

（１）市営住宅修繕工事 86,589

16,637千円 一般財源

9,231

 ア 公営住宅火災警報装置改修工事

10,368千円

 
 イ その他の修繕工事 6,269千円

（２）その他の住宅管理費

84,383千円

 ア 修繕料 30,700千円

 イ 委託料 14,506千円

 ウ 事務費等 39,177千円

 市営住宅は、平成２９年４月

現在で、１，１２７戸を管理し

ているが、建築後３０年以上経

過したものが多く、年々老朽化

が進んでいる状況であり、快適

な居住環境の維持に努める必要

があった。

 設置後１０年を経過した

火災警報装置を改修したこ

とにより、安心な住居の整

備ができた。

 市営住宅の入退去に伴

い、室内、壁等の修繕を施

工し、住みやすい居住の提

供を行った。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

２ 住宅建設費 173,619 96,829 １ 公営住宅ストック総合改善事業 国庫支出金

  65,107千円 7,025

地方債

（１）市営住宅改修工事 64,300

64,895千円 一般財源

25,504

 ア 前田団地集会所外壁改修工事

7,462千円

 イ 門前団地給水設備改修工事

11,803千円

 ウ その他の改修工事

45,630千円

（２）事務費

212千円

２ その他の住宅建設費

31,722千円

（１）工事設計委託料

6,464千円

  一二三ケ迫団地１・２・３号棟外壁改修工事

  設計業務委託 外３件

（２）事務費

25,258千円

 市営住宅は、平成２９年４月

現在で１，１２７戸を管理して

いるが、建築後３０年以上経過

したものが多く、外壁や給水設

備等が老朽化している状況であ

り、快適な居住環境の維持及び

入居者の安全性の確保に努める

必要があった。

 前田団地集会所の外壁改

修工事を行ったことによ

り、市営住宅の⾧寿命化及

び快適な居住環境の整備が

できた。

 また、門前団地におい

て、高架水槽方式から増圧

ポンプ方式へ給水設備の改

修工事を行ったことによ

り、居住性の向上を図るこ

とができた。

 人吉市公営住宅等⾧寿命

化計画に基づき、改修を予

定している市営住宅の改修

工事調査設計委託を行った

ことにより、適切な予算確

保と迅速な工事着手が可能

となった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

 ４ 都市計画費 １ 都市計画総務 231,480 229,030 １ 人吉市景観計画策定業務委託 県支出金

  費 4,615千円 1,859

  債務負担行為：平成２７年度～平成２９年度 その他

3,000

一般財源

224,171

２ 道路後退部舗装工事

940千円

３ 公共下水道事業特別会計繰出金

190,000千円

４ その他の都市計画総務費

31,015千円

５ 前年度繰越事業

2,460千円

（１）人吉市都市計画基礎調査業務委託

2,460千円

 人吉市景観計画策定事業は、

相良７００年の歴史と文化と球

磨川を代表する豊かな自然を有

する本市の景観をいかに保存

し、未来に残していくかという

非常に重要な取組みであること

から、本市が目指す景観形成や

景観の保全に向けて実効性のあ

る景観計画・景観条例の策定を

行う必要があった。

 なお、計画策定期間は約２年

３箇月の予定であり、債務負担

を設定するものである。

 平成２７・２８年度にか

けて行った市民参加のワー

クショップによる景観資源

調査及び市民アンケート調

査、専門家ヒアリング等の

調査結果を基に景観計画策

定ワーキンググループにお

いて、方針、区域設定、基

準等について検討を行っ

た。

 また、人吉市景観計画等

策定審議会においては、合

計８回の審議がなされ市民

の意向が反映された人吉市

景観計画（案）の答申を得

ることができた。今後は、

景観ガイドラインの策定、

熊本県との協議、景観条例

の制定、景観審議会の設

置、住民説明会、パブリッ

クコメント等を実施し、景

観計画の決定・運用に向け

た事務を行う。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

３ 公園整備費 38,411 25,704 １ 社会資本整備総合交付金事業 国庫支出金

  17,356千円 8,664

（１）委託料 地方債

 ア 瓦屋公園トイレ測量設計業務委託 10,000

2,129千円 一般財源

7,040

（２）工事請負費

 ア 相良公園施設改築工事 9,579千円

 イ 石野公園施設改築工事  788千円

 ウ 願成寺公園施設改築工事 4,860千円

２ 公園整備費

3,238千円

（１）委託料 

 ア 村山公園駐車場造成測量設計業務委託

1,499千円

 イ 石野公園古民家前四つ目垣設置業務委託

1,739千円

３ その他の公園整備費

5,110千円

 都市公園において、市民に

とって安全・安心かつ利便性の

向上を図るために、老朽化した

施設の整備を行う必要があっ

た。

 人吉市都市公園施設⾧寿

命化計画に基づき、石野公

園の施設改築をはじめ街区

公園の遊具やトイレの改築

を行い、市民の安全・安心

かつ利便性の向上を図るこ

とができた。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

４ 街路事業費 156,890 117,646 １ 社会資本整備総合交付金事業 国庫支出金

   （地域拠点施設アクセス等の生活圏機能向上のため 54,544

  の道路整備） 29,086千円 地方債

34,800

（１）公有財産購入 一般財源

3,120千円 28,302

（２）建物・工作物等移転補償費

25,966千円

２ その他の街路事業費

25,080千円

３ 前年度繰越事業

63,480千円

（１）公有財産購入費

30,108千円

（２）建物・工作物等移転補償費

33,372千円

 都市の骨格を形成し、円滑な

都市活動を支える都市計画道路

の整備を計画的に進めていく必

要があった。

 その中でも、人吉インター

チェンジに連結している都市計

画道路下林願成寺線未整備区間

の整備に早急に取り組む必要が

あるため、沿線の支障電柱や建

物、工作物等の移転及び用地の

購入が必要となった。

 整備に必要な用地の購入

ができたことにより、工事

の目途がついた。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

 ５ 河川費 １ 河川総務費 17,837 17,553 １ 河川管理受託事業 13,621千円 国庫支出金

13,688

（１）委託料 13,284千円 一般財源

   堤防美化作業（球磨川） 3,865

（２）その他の河川管理受託事業費

337千円

２ 河川総務費 3,932千円

（１）委託料   3,932千円

 ア 茂田川浚渫・ゲート修繕 2,559千円

 イ 山田川河川公園管理 1,081千円

 ウ 茂田川樋門設備点検 292千円

２ 河川改良費 10,695 10,337 １ 河川等整備事業 10,337千円 地方債

9,300

（１）工事請負費 10,337千円 一般財源

   鷹木川 1,037

 山田川の堤防等に生えている

雑草が伸びているため、除草す

る必要があった。

 茂田川に土砂が堆積し、ゲー

トが壊れていたため、浚渫及び

修繕を行う必要があった。

 山田川の堤防等の除草を

実施したことにより、周辺

の景観や環境が良くなっ

た。

 茂田川の浚渫及び修繕を

行ったことにより、河川の

増水、氾濫の危険が減り近

隣住民の安全が確保でき

た。

 鷹木川の底張コンクリー

トを施工することにより、

草や泥の堆積が軽減され、

出水期での河川氾濫の予防

ができ、近隣住民の安全が

確保できた。

 鷹木川の川底が洗堀され、民

有地に影響を及ぼす恐れがある

ため、河川整備を行う必要が

あった。また、河川が緩やかな

カーブになっており、土砂が堆

積しやすく草が茂りやすいので

川底に底張コンクリートを施す

必要があった。

 球磨川の堤防等に生えている

雑草が伸びているため、除草す

る必要があった。

 球磨川の堤防等の除草を

実施したことにより、周辺

の景観や環境が良くなっ

た。

69



予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

９ 消防費

 １ 消防費 ３ 消防施設費 32,841 31,440 １ 防災基盤整備事業 地方債

17,481千円 20,500

（１）防火水槽新設工事 一般財源

6,611千円 10,940

（２）消防設備整備事業
10,870千円

  消防団積載車購入

  ４分団３部  １台

  ６分団２部  １台

  ７分団３部  １台

２ 防災行政無線整備事業
5,320千円

（１）戸別受信機設置及び撤去事業

5,320千円

３ その他の消防施設費

8,639千円

 消防水利の拡充と消防設備の

充実については、年次計画によ

り整備を図ってきた。

 消防水利の拡充について

は、市庁舎周辺の建設に合

わせ、移転を行った。

 消防設備の充実について

は、年次計画に基づき、消

防団積載車の更新を行い、

地域住民の安心と消防体制

の強化を図った。

 緊急情報を一斉告知する

同報系無線と災害現場で使

用する移動系無線を整備

し、平成２５年４月１日か

ら運用を続けている。

 現在は、町内会⾧の交代

に伴い戸別受信機の移設を

行ったことや難聴地域に新

たに設置したことにより、

確実な情報伝達が行えるよ

うになった。

 災害発生時における住民への

緊急情報の発信と災害現場にお

ける情報伝達のため、防災行政

無線同報系無線・移動系無線の

運用及び維持管理を行ってき

た。

 また、確実な情報伝達を行う

ため、各町内会⾧宅へ戸別受信

機の設置を進めてきた。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

５ 災害対策費 24,176 21,914 １ 球磨川水系防災・減災ソフト対策事業 県支出金

9,965千円 6,640

（１）データ放送行政情報表示事業（デタポン） 地方債

907千円 4,400

（２）テレビ端子設置工事 その他

1,728千円 104

（３）災害用備品購入 一般財源

7,330千円 10,770

２ マンホールトイレ整備事業
4,428千円

（１）マンホール整備設計委託料
4,428千円

３ その他の災害対策費

7,521千円

 マンホールトイレの下部構造

について、整備予定である各避

難所毎の設計を行う必要があっ

た。

 マンホールトイレ下部構

造の設計委託を行ったこと

により、整備予定箇所（マ

ンホールトイレ整備計画に

よる）の整備工事に向けた

準備ができた。

 住民の日頃からの防災意識の

向上及び災害発生時に備えた備

蓄品の整備を図る必要があっ

た。

 RKK熊本放送のデータ放

送行政情報表示事業（デタ

ポン）を利用することで、

多様な防災情報発信手段の

確保を図った。

 テレビ端子を設置したこ

とで、避難所における避難

者・市職員の情報収集手段

を確保した。

 年次計画に基づき、災害

用備蓄物の購入・交換を行

い、災害発生時に備えた体

制強化を図った。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

１０ 教育費

 １ 教育総務費 ２ 事務局費 177,225 174,020 １ 特別支援教育支援員に要する経費 県支出金

      （報酬） 21,249千円 696

    （共済費） 3,377千円 一般財源

    （旅費） 304千円 173,324

     合 計 24,930千円

  特別支援教育支援員配置 16人

  （内 訳）

    人吉東小学校 4人

    人吉西小学校 3人

    東間小学校 3人

    大畑小学校 1人

    西瀬小学校 2人

    中原小学校 3人

２ 夏休み・放課後パワーアップ教室事業

    （報酬） 4,060千円

    （共済費） 639千円

    （報償費） 1,045千円

    （旅費） 54千円

    （需用費） 190千円

     合 計 5,988千円

  学力充実支援員配置 3人

  （教育委員会内）

 市内の各小・中学校には、通

常学級に在籍し、発達障がい等

の理由により生活及び学習面で

他の児童・生徒に遅れをとる子

どもがおり、支援を要する児

童・生徒は少しずつ増えてきて

いた。このような状況の中、担

任１名による学級指導体制では

学級経営に支障をきたすと同時

に、かなりの負担を強いる状況

にあったため、各学校の実情に

応じて、特別支援教育支援員を

配置してきた。

 今後、より充実した支援体制

を確保し、学校教育の充実を図

るためには、継続して支援員を

配置する必要があった。

 特別支援教育支援員１６

名を確保し、支援を要する

児童が在籍する学校に配置

することにより、生活・学

習両面での細やかな指導体

制が確立され、個に応じた

適切な支援が実現できた。

 また、学級全体の経営が

安定し、担任教諭の業務負

担軽減も図られた。

 しかし、支援を要する児

童・生徒数は増加傾向にあ

るため、各小学校からは支

援員の人員増、中学校から

は新規配置の要望が多く寄

せられているところであ

る。

 児童の基礎学力の向上と学習

習慣の定着を図り、学校の授業

以外での学習支援を行うこと

で、学習意欲を高める必要が

あった。

 放課後パワーアップ教室

は、小学校４年生～６年生

の児童を対象に、５月から

翌年３月までの期間、週１

回（水曜日）放課後の１時

間を活用して開催し、２４

５人の児童が受講した。

 夏休みパワーアップ教室

は、小学校３年生の児童を

対象に、７日間（午前中２

時間）開催し、１０４人の

児童が受講した。

 学習指導には、教職員Ｏ
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

３ その他の事務局費

143,102千円

 ２ 小学校費 ３ 学校建設費 82,930 34,365 １ 小学校施設整備事業 地方債

  34,365千円 32,700

一般財源

（１）人吉西小学校給水設備改修工事設計業務 1,665

   委託 2,106千円

（２）人吉東小学校階段手摺改修工事
2,008千円

（３）人吉西小学校屋外トイレ新築工事
11,260千円

（４）大畑小学校屋外トイレ新築工事
   16,938千円

（５）西瀬小学校家庭科室外壁他改修工事

2,023千円

（６）その他の小学校施設整備事業

30千円

 小学校施設は、建設後相当の

年数が経過しており、児童の安

全で安心な教育環境の確保のた

めには、経年劣化に伴う改修や

屋外トイレ新築工事の必要が

あった。

 改修工事を実施したこと

で、安全で安心な教育環境

が整備できた。

Ｂをはじめ、保護者・地域

住民などの学習サポーター

があたった。この事業に対

する保護者の期待は大き

い。

 事業を継続していくため

には、学習サポーターの人

材確保が課題である。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

 ３ 中学校費 １ 学校管理費 66,957 64,551 １ 中学校管理運営費（事務局） その他

  49,263千円 573

（１）第二中学校焼却炉解体工事 一般財源

3,998千円 63,978

（２）その他の中学校管理運営費（事務局）

45,265千円

２ その他の学校管理費
15,288千円

３ 学校建設費 75,772 60,102 １ 中学校施設整備事業 国庫支出金

  7,679千円 14,563

地方債

（１）第一中学校通級教室空調設備移設工事 37,100

1,393千円 一般財源

（２）第二中学校空調設備等設置工事 8,439

1,750千円

（３）第三中学校高圧受電設備改修工事
4,536千円

２ 前年度繰越事業

52,423千円

（１）第二中学校消火設備改修工事
17,860千円

（２）第二中学校給水設備改修工事

34,563千円

 焼却炉を解体撤去したこ

とにより、ダイオキシン類

の影響がなくなり安心・安

全な教育環境が整備でき

た。

 中学校施設は、建設後相当の

年数が経過しており、生徒の安

全で安心な教育環境の確保のた

めには、経年劣化に伴う改修や

通級教室等の増加により教室を

整備する必要があった。

 改修工事を実施したこと

で、安全で安心な教育環境

が整備できた。

 市内小中学校には未撤去の焼

却炉が現存しており、ダイオキ

シン類の残留等が懸念されてい

る。

 児童・生徒の安心・安全な教

育環境の確保のため、計画的な

焼却炉解体工事が必要であっ

た。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

 ５ 社会教育費 １ 社会教育総務 132,775 130,266 １ 社会人権教育に要する経費      県支出金

  費 354千円 30

   その他

（１）人吉市人権教育推進連絡協議会補助金 2,067

285千円 一般財源

128,169

（２）その他の社会人権教育に要する経費
69千円

２ 学校支援地域本部事業

2,960千円

（１）地域コーディネーター報酬
2,410千円

（２）その他の学校支援地域本部事業
550千円

３ 花まる学習事業

1,153千円

（１）人吉市花まる教室委託料
1,000千円

（２）その他の花まる学習事業

153千円

 人権に関する研修は継続して

行っており一定の成果は収めら

れているものの、他人への思い

やりが薄れ、様々な人権問題が

存在しており、一人一人が人権

問題に関する理解と認識を深め

ていくための研修の機会の提供

と啓発を継続して行っていく必

要があった。

 人吉市人権教育推進連絡

協議会では、様々な人権問

題に関する研修と啓発事業

を行うことで、人権に関す

る共通理解を深めていくこ

とができた。人権に関する

研修は今後も継続して行っ

ていく必要がある。

 学校支援地域本部事業は地域

全体で学校教育を支援する体制

を整備し、教員や地域の大人が

子どもと向き合う時間の増加、

住民等の学習成果の活用機会の

拡充及び地域教育力の向上を目

的としている。

 地域全体で学校教育を支

援する体制が整備され、地

域と学校と家庭を繋げてい

く学校支援活動の充実が図

られた。

 学力だけでなく、子どもの

「生きる力」を育むためには、

思考力、判断力、創造力など

様々な力を小学校低学年のうち

から育てる必要があり、児童の

学習意欲を高めるためにも、民

間の教材やノウハウを取り入れ

た「楽しく学ぶ」授業を展開す

る必要があった。

 市内小学校２年生の希望

者６７人を対象に、月２回

土曜日、東西コミュニティ

センターで１５回実施。

 花まる学習会の教育メ

ソッドを活用し、楽しく学

びながら空間認識力、論理

的思考力、創造力を伸ばす

ことに効果があった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

４ 国際交流推進事業

2,425千円

（１）普通旅費

2,082千円

（２）その他の国際交流推進事業

343千円

５ その他の社会教育総務費

123,374千円

 郷土の偉人である一井正典氏

の足跡をたどり、一井氏と同じ

ように志を高く持ち、グローバ

ルな人材として活躍できるよう

な青年を育成することを目的と

している。

 作文審査、面接を経て高

校生５名、専門学校生１名

の派遣者を決定。

 事前研修会を３回実施。

平成３０年３月２４日から

３月３０日の５泊７日の日

程で、アメリカ合衆国カリ

フォルニア州のサンフラン

シスコ・サンノゼ・ロスガ

トスに派遣。

 一井氏ゆかりの地の訪問

や大学の視察、現地高校生

や現地で活躍されている日

本人の方との交流、シリコ

ンバレー企業視察等を行っ

たことで、参加者の視野を

広げるとともに、グローバ

ルな考え方を得られる機会

となった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

２ 公民館費 59,975 58,150 １ 公民館管理運営費 国庫支出金

30,795千円 10,583

   県支出金

（１）委託料 7,915千円 208

   ア 管理委託料 2,802千円 地方債

   イ 校区公民館事業委託料 4,194千円 10,400

   ウ 市民体育祭業務委託料 919千円 その他

6,363

（２）その他の公民館管理運営費 22,880千円 一般財源

30,596

２ 家庭教育学級事業

359千円

（１）家庭教育学級講師報償費 351千円

（２）その他の家庭教育学級事業 8千円

３ 青少年ホーム運営費
3,355千円

（１）青少年ホーム講師報償費 1,474千円

（２）その他の青少年ホーム運営費 1,881千円

 ５つの校区公民館（コ

ミュニティセンター）を拠

点としたコミセン講座（成

人講座・子ども講座）、人

権や地域の安全に関する短

期講座の開催や市民体育祭

を実施することを通し、地

域住民の福祉の向上と交流

が促進された。

 主催講座８講座、サーク

ル５講座で学ぶことで知識

や技術の向上と生きがいづ

くりにつながった。また、

講座生の会でレクリエー

ション交流行事を実施し

様々な世代の方々との交流

を図ることにつながった。

 家庭教育学級指定校（保

育園・幼稚園・小中学校）

として１６校（園）で開設

し延べ２０回開催した。三

中校区では２校合同で一

般・市外の方も対象とした

講演会を開催。各校（園）

２回の家庭教育学級を開催

するなど、家庭教育力の向

上が図られた。

 公民館を地域のコミュニケー

ション、生涯学習、福祉、健康

づくりの拠点として、より一層

のコミセン講座等の拡大、施設

の充実を図り、校区公民館活動

の活性化を推進していく必要が

あった。

 家庭は教育の原点であり、基

本的な生活習慣や社会のルール

やマナーを育む場として、親の

役割、子育てについての学習機

会の提供や啓発活動を推進し、

家庭教育力の向上を図る必要が

あった。

 社会教育において、青壮年や

若年成人層を対象とした講座の

企画・運営が困難とされる中、

青少年ホームの機能を移転した

旧人吉看護専門学校を拠点とし

て、若者のニーズに合った魅力

ある講座の開設と交流の場づく

りが必要とされ、維持すること

が必要であった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

４ 前年度繰越事業

21,166千円

（１）公民館等整備事業 21,166千円

 ア 人吉市中原コミュニティセンター改修

   工事 12,314千円

 イ 人吉市中原コミュニティセンター設備

   改修工事 8,518千円

 ウ その他の公民館等整備事業 334千円

５ その他の公民館費

2,475千円

４ 文化振興費 7,239 6,857 １ 文化振興事業 一般財源

5,742千円 6,857

   （１）犬童球渓顕彰音楽祭 3,065千円

 ア 賃金 65千円

 イ 報償費 641千円

 ウ 普通旅費 244千円

 エ 消耗品費 320千円

 オ 食糧費 22千円

 カ 印刷製本費 610千円

 キ 修繕料 5千円

 ク 手数料 256千円

 ケ 保険料 12千円

 コ 使用料及び賃借料 890千円

 「個人コンクール」予選

を通過した小中高校生４５

名が、本選で素晴らしい演

奏をし、３日間にわたり開

催する音楽祭の幕開けを盛

大に飾った。

 碑前祭には約３８０人の

参加があり、献花や斉唱を

行うなど、球渓先生の偉業

を顕彰した。

 学校発表会は人吉市及び

球磨郡の小中高校から３６

校（約１，４５０人）が一

堂に会し、日頃の練習の成

 地方創生拠点整備交付金

の平成２８年度分の繰越事

業として、平成２９年６月

に竣工。調理室・配送作業

室を整備し、施設利用者の

利便性を高めた。また、地

域の食材を活用した料理講

座を実施。オープンスペー

スを新たに設け施設利用者

だけでなく地域住民が気軽

に集える場とした。

 犬童球渓顕彰音楽祭は昭和２

２年に始まり、平成２９年度で

第７１回を迎えた。犬童球渓先

生の偉業を称えるだけでなく、

多くの市民に音楽に対する意識

向上を図ることも必要であっ

た。

 中原コミュニティセンターの

調理室において、食材や給食の

運搬などのサービスが円滑に行

えるよう、施設内の環境や機能

を整える必要があった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

（２）人吉球磨総合美展 2,677千円

 ア 賃金 245千円

 イ 報償費 220千円

 ウ 普通旅費 20千円

 エ 消耗品費 106千円

 オ 食糧費 20千円

 カ 印刷製本費 356千円

 キ 修繕料 206千円

 ク 手数料 150千円

 ケ 使用料及び賃借料 1,339千円

 コ 負担金 15千円

２ その他の文化振興費
1,115千円

 人吉球磨総合美展は昭和２９

年の開催以来、犬童球渓顕彰音

楽祭と並び人吉市を代表する文

化行事となっており、平成２９

年度で６４回目となる。人吉球

磨総合美展運営委員会を中心に

要項及び運営方法の検討を行

い、搬入・審査・展示を効率よ

く行うことが必要であった。

 県内外から３２８点の出

品があり、入賞・入選作品

を中心に展示した。高校生

を含む若い世代の優秀で質

の高い作品を展示すること

ができ、前年度より出品

数・入場者数が増加した。

 また、展示作業等も効率

化を図ることができた。

 開催期間  ６日間

 来場者数  １，７７６人

果を披露するとともに、他

校の演奏を鑑賞した。

 音楽祭のフィナーレ「音

楽のひろば」は「彩～時を

越え、ひろがりゆく響き

～」をテーマに、新設され

た特設合唱団を始め民謡団

体など７団体が出演し、

様々な音楽で球渓先生を顕

彰するとともに、音楽祭を

盛り上げた。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

５ 文化財保護費 62,017 60,377 １ 文化財保護一般事業 国庫支出金

9,523千円 22,600

   県支出金

（１）文化財保護委員会 204千円 2,030

その他

6,556

一般財源

29,191

（２）文化財保存整備事業補助金 1,634千円

  （青井阿蘇神社保存修理事業）

（３）人吉城跡等清掃業務委託 5,841千円

（４）相良家墓地宝篋印塔修理工事 378千円

（５）その他の文化財保護一般事業 1,466千円

２ 人吉城歴史館管理運営費
14,026千円

（１）委託料 4,389千円

（２）その他の人吉城歴史館管理運営費

    9,637千円

 文化財保護委員会を開催

し、文化財関係事業等につ

いて審議した。

 文化財防火デー、防火査

察などの文化財関連行事や

文化財保護委員研修、文化

財保護協会研修会にも参加

した。

 市が管理する史跡等の保

存管理業務として清掃や除

草を行い、良好な状態を維

持することができた。

 熊本地震で被災し傾いた

県指定史跡内の貴重な文化

財を修復することができ

た。

 歴史遺産群の掘り起こし、修

理、整備及び活用を図るととも

に、市民の関心を高め、児童生

徒に郷土の歴史文化を伝える拠

点として、人吉城歴史館を積極

 機械警備や空調設備保守

点検業務委託等により展示

物の適切な維持管理ができ

た。

 歴史館カフェと題し将来

 「美しき相良７００年の歴史

文化都市ひとよし」の実現を目

指して、文化財保護行政を積極

的に推進し、かつ活用について

も多様な事業を展開していく必

要があった。

 国宝青井阿蘇神社の保存

修理への補助を行い、適切

な保存管理を図ることがで

きた。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

的に活用する必要があった。

３ 歴史的庭園群保存活用事業
153千円

４ 埋蔵文化財本調査に要する経費
3,798千円

（１）賃金 1,545千円

（２）印刷製本費 707千円

（３）委託料 1,512千円

（４）その他の埋蔵文化財本調査に要する経費
34千円

５ 史跡人吉城跡保存修理事業（補助）
4,611千円

（１）印刷製本費 696千円

（２）委託料 3,532千円

（３）その他の史跡人吉城跡保存修理事業
383千円

 人吉・球磨スマートインター

チェンジ（仮称）整備に伴う本

調査業務を行い、本体工事着手

に向けての適正で円滑な発掘調

査を実施する必要があった。

 適正かつ円滑な発掘調査

及び遺物整理業務を遂行

し、整備工事への移管に向

けて、調査に係る全体事業

の期間短縮を行い、事業を

完了させた。

 専門指導会議及び雨水排

水・水理調査、整備事業報

告書を作成した。

  年間総入館者数 １７，２１５名

  （大人     １５，９３８名

   高校生以下   １，２７７名）

 市内各所にある歴史的庭園を

再生し、歴史遺産としての評価

を行い、名勝としての価値づけ

をするとともに、観光スポット

とする必要があった。

 南九州大学の永松義博教

授を招聘し、保存活用に関

する現地指導をしていただ

いた。のぼり旗の作成、パ

ンフレットを増刷し事業の

周知を行った。

歴史の道に進みたい高校生

を対象としたイベントを開

催し、郷土の歴史と歴史館

への関心を高めることにつ

ながった。

 史跡人吉城跡を保存修理する

にあたり、専門家の指導を受

け、報告書を作成する必要が

あった。

 また、適切に保存修理するに

あたり、城跡の雨水排水・水理

を調査する必要があった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

６ 前年度繰越事業
26,926千円

（１）史跡大村横穴群保存修理事業（補助）

  25,446千円

 ア 工事請負費 25,232千円

 イ その他の史跡大村横穴群保存修理事業
214千円

※（平成２８年度実施分） 15,178千円

 （平成２９年度実施分） 25,446千円

  総事業費 40,624千円

（２）文化財保護一般事業
1,480千円

 ア 印刷製本費 994千円

 イ 委託料 486千円

７ その他の文化財保護費

  1,340千円

 国庫補助を受けて実施す

る大村横穴群（西群Ⅰ工

区）の保存修理事業の４か

年目の工事である。地域住

民の協力を得ながら、アン

カーピンやロックネットに

よる岩盤安定化工事を、繰

越措置により、平成２８年

度と平成２９年度の２か年

にわたり実施した。

 史跡大村横穴群について、近

年未整備である西群の崩落が起

こり、今後の大規模崩落につな

がる危険性が高く、崖下に民家

があることも考慮し、早急に岩

盤の安定化を図り、文化財の保

存と安全な公開活用を目的とし

た事業を実施する必要があっ

た。

 ⾧期の協議を要する各種事業

について、繰越措置により、十

分な内容の検討を行う必要が

あった。

 文化庁の承認を得て『史

跡大村横穴群保存活用計画

書』を策定した。

 寄附申出のあった用地の

取得に向け、今後の方向性

が示された。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

 ６ 保健体育費 １ 保健体育総務 81,419 79,646 １ 保健体育総務一般事業 県支出金

  費 16,050千円 461

   一般財源

（１）各種スポーツ団体等補助金 79,185

8,721千円

 ア 人吉市体育協会補助金
3,022千円

 イ ひとよし温泉春風マラソン補助金
4,275千円

 ウ おどんな日本一武道大会補助金
854千円

 エ その他の各種スポーツ団体等補助金
570千円

（２）人吉市スポーツ振興事業基金交付金

2,000千円

（３）その他の保健体育総務一般事業

5,329千円

２ 県民体育祭に要する経費 6,957千円

（１）県民体育祭実行委員会負担金

6,711千円

（２）その他県民体育祭に要する経費

246千円

３ その他の保健体育総務費 56,639千円

 県民体育祭人吉球磨大会の開

催に際し実行委員会を設立し、

取り組む必要があった。

 大会当日は台風の影響に

より、１日目から中止の競

技もあったが（２日目は全

競技中止）、総合開会式及

び１８競技が実施され、大

会趣旨である「広く県民の

間にスポーツを普及し、県

民の健康増進とスポーツ精

神の高揚を図り、明るく豊

かな県民生活の進展に寄与

する」ことに大きく貢献し

た。

 市民スポーツへの関心を高

め、生涯にわたり誰もが心身と

もに健康で明るく豊かな活力あ

る生活を営むことが出来るよ

う、スポーツ環境の整備に努め

る必要があった。

 また、各種スポーツ大会の活

性化を図り、スポーツ交流都市

づくりに取り組む必要があっ

た。

 各種スポーツ団体への支

援を通し、市民の生涯ス

ポーツの普及に寄与し、体

力の向上と健康増進に大き

な役割を果たした。

 また、「ひとよし春風マ

ラソン」は、大会名称を

「ひとよし温泉春風マラソ

ン」に変更し、人吉温泉を

前面にＰＲを行い開催し

た。全国各地から５，５７

６名の参加申込があり、市

民の健康づくりや地域活性

化に大きく貢献した。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

２ 体育施設費 87,192 85,158 １ 体育施設管理事業 地方債

75,385千円 5,800

   その他

（１）体育施設修繕 691千円 1,698

一般財源

（２）体育施設管理委託料 65,572千円 77,660

（３）工事請負費 3,523千円

 ア 人吉クレー射撃場進入路排水整備工事
1,039千円

 イ 人吉スポーツパレス非常用照明設備改修工事

2,484千円

（４）備品購入費 4,512千円

 ア 人吉スポーツパレス自動券売機購入
1,134千円

 イ 人吉スポーツパレス非常用放送アンプ購入 

2,592千円

 ウ その他の備品購入費 786千円

（５）その他の体育施設管理事業 1,087千円

２ 県民体育祭準備事業
2,778千円

（１）工事請負費 1,274千円

（２）備品購入費 1,037千円

 県民体育祭人吉球磨大会に当

たり、安心、安全な競技を行う

ため、施設の充実を図る必要が

あった。

 県民体育祭人吉球磨大会

に当たり、各施設の改修工

事や備品購入を実施するこ

とで、安全・安心な競技運

営に繋げることができた。

 指定管理者による体育施

設管理は、１０年目を終了

し、施設及び設備の老朽化

が進む中で、利用者が安全

で、安心して利用できる施

設として、改修等を実施し

ながら適切に管理運営がな

された。

 また、施設の改修等につ

いても緊急性のあるものに

ついては適切に対応するこ

とができた。

 体育施設の指定管理を導入し

て１０年目を迎えるが、指定管

理者であるＮＰＯ法人人吉市体

育協会の管理・運営により、利

用者が安全で安心して利用する

ことができるよう、サービスと

満足度の向上に繋げる必要が

あった。

 また、施設の老朽化が進む

中、随時、改修等も行う必要が

あった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

（３）その他の県民体育祭準備事業

467千円

３ 前年度繰越事業

5,350千円

（１）県民体育祭準備事業 5,350千円

 ア 梢山地区多目的グラウンド補修工事

5,350千円

４ その他の体育施設費

1,645千円
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

  7 学校給食セ １ 学校給食セン 181,776 172,089 1 学校給食センター運営費 地方債

   ンター費   ター運営費 172,089千円 1,800

   その他

（１）給食調理業務委託 5,167

55,080千円 一般財源

165,122

 （委託料）

  債務負担行為：平成２７年度～３０年度

   平成２７年度  55,080千円

   平成２８年度  55,080千円

   平成２９年度  55,080千円

   平成３０年度  55,080千円

（２）学校給食センター炊飯室空調機設置工事
2,430千円

（３）人吉市学校給食費助成金
24,458千円

（４）その他の学校給食センター運営費

90,121千円

 給食の目的や質の低下を損な

うことなく、民間のノウハウを

活かし、より効果的な給食運営

を行うことが求められた。

 民間事業者への調理業務

委託により、効率的に安全

安心で、かつおいしい学校

給食の提供ができた。

 学校給食の調理業務を民間事業者に委託するも

の。

 学校給食センター炊飯室内の

環境改善を図るため、空調機を

設置する必要があった。

 炊飯室内の環境が改善さ

れ、炊飯作業に好影響をも

たらした。
 学校給食センター炊飯室内の環境改善を図るた

め、スポットクーラー(セパレート形・吊下げ式ダク

ト形)の空調機を設置するもの。

 学校給食に係る経費のうち、

食材に充てる費用については、

学校給食法により児童生徒の保

護者負担とされていた。

 給食費保護者負担が、児

童生徒１人あたり年間１

１，０００円軽減された。 子育て世帯における子育ての経済的支援を目的

に、学校給食費（＝食材費）の一部を助成するも

の。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

１１ 災害復旧費

 ２ 農林水産施 １ 農業用施設災 13,730 11,929 １ 農業用施設災害復旧事業（補助） 県支出金

   設災害復旧   害復旧費 8,791千円 9,087

   費 地方債

（１）工事請負費 100

   上原ため池災害復旧工事 8,791千円 一般財源

2,742

２ 前年度繰越事業
1,280千円

（１）農業用施設災害復旧事業（補助）

1,280千円

 ア 工事請負費

   上永野地区災害復旧工事 1,280千円

３ その他の農業用施設災害復旧事業

1,858千円

 農業用施設が豪雨により被災

したため、営農活動に多大な影

響を及ぼしたため早急に復旧す

る必要があった。

 農業用施設の災害復旧を

行ったことにより、継続し

た営農が可能となった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

 ３ 公共土木施 １ 道路橋梁災害 20,728 19,721 １ 道路橋梁災害復旧事業（単独） 国庫支出金

   設災害復旧   復旧費 3,461千円 6,846

   費 地方債

 （１）委託料 1,165千円 3,400

一般財源

 （２）工事請負費 2,143千円 9,475

 （３）その他の道路災害復旧事業（単独）

153千円

２ 前年度繰越事業

16,260千円

（１）道路橋梁災害復旧事業（補助）

16,260千円

 ア 工事請負費 10,535千円

   七地赤池線

 イ 補償費 5,725千円

 災害復旧を行ったことに

より道路利用者の安全を確

保することができた。

 平成２８年度に発生した豪雨

等により市道に影響が出たた

め、災害復旧にて対応する必要

があった。

 平成２９年度に発生した豪雨

等により市道に影響が出たた

め、災害復旧にて対応する必要

があった。

 災害復旧を行ったことに

より道路利用者の安全を確

保することができた。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

 ５ その他公共 １ その他公共施 82,243 81,857 １ 庁舎機能災害復旧事業 県支出金

   施設公用施   設公用施設災 75,914千円 5,400

   設災害復旧   害復旧費 （１）ＪーＡＬＥＲＴシステム機器移設業務委託 地方債

   費 2,837千円 73,000

（２）人吉市防災行政無線統制室移設に伴うＩＰ 一般財源

   電話設備設定業務 3,457

259千円

（３）人吉市防災行政無線親局設備移設工事
38,319千円

（４）その他の庁舎機能災害復旧事業
34,499千円

２ 前年度繰越事業

1,334千円

（１）業務移転に伴う第１別館１階外改修工事

1,334千円

３ その他公共施設公用施設災害復旧費

4,609千円

 地震による移転後、第１別館

の待合室が狭い状況や事務室内

出入口の段差で転倒事故が多発

する等の不具合が起こってい

た。執務室内の環境改善と来庁

者のプライバシー保護のため、

改修を行う必要があった。

 改修工事を行ったことに

より、執務室内の環境改善

と来庁者のプライバシー保

護が図られた。

 平成２８年熊本地震により被

災した旧本庁舎に設置していた

防災行政無線親局機器、電話応

答サービス回線及びＪアラート

システム機器を、旧本庁舎解体

までに第１別館へ移設する必要

があった。

 平成２９年１１月２日か

ら８日にかけて設備の移

設・再設定を行い、旧庁舎

解体工事前に移設すること

ができた。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

１３ 諸支出金

 ２ 基金費 ７ 人吉応援団基 166,718 166,708 １ 人吉応援団基金 県支出金

     金  166,708千円 115

その他

166,593

 平成２７年度から球磨焼酎や

天然鮎、味噌醤油など地元の特

産品を中心に９０アイテムから

寄附者が選択し、寄附者に返礼

品として贈る取り組みを開始。

 平成２８年度の寄附額は３

４，２１９千円。

 返礼品の数を２４０程度

に増加。カタログを作成

し、東京などの都市部で開

催される熊本県人会や繊月

会（人吉高校出身者の会）

での直接配布とＰＲ活動を

展開。ふるさとチョイスで

の新着情報の随時更新や新

聞への広告掲載など情報発

信も実施することで寄附額

増加を図った。

 平成２９年度の寄附額は

１６６，６９６千円（前年

対比４８７％）。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

2,505,267 2,454,536 １ 年間平均世帯数       5,252世帯 国庫支出金

  年間平均被保険者数        8,317人8,317人 878,452

２ 保険給付費   （一般被保険者）         8,124人8,124人 県支出金

 １ 療養諸費 66,252 46,617   （退職被保険者等）         193人193人 235,058

その他

２ 一般被保険者分の支払状況 1,230,580

18,454 14,107  （１）療養給付費 155,818件 一般財源

    （食事含む）                    2,454,536千円 553,927

 （２）療養費 2,783件

687 456    （柔道整復ほか） 14,107千円

 （３）高額療養費  4,992件

350,082千円

9,048 8,639  （４）高額介護合算療養費 12件

289千円

 （５）移送費 0件

 ２ 高額療養費 362,049 350,082 0千円

３ 退職被保険者等分の支払状況

14,278 8,668  （１）療養給付費 3,657件

   （食事含む） 46,617千円

 （２）療養費 72件

300 289    （柔道整復ほか） 456千円

 （３）高額療養費 97件

8,668千円

 （４）高額介護合算療養費 1件

150 5 5千円

 （５）移送費 0件

0千円

17,640 13,498 ４ 出産育児一時金の支払状況

31件

13,498千円

 保険給付費は対前年度比

で２．２５％微減した。被

保険者数の減少が主な要因

である。近年の傾向をみる

と保険給付費は減少傾向に

あると考えられるが、被保

険者数の減少傾向と比較す

ると緩やかな減少である。

 １人あたり費用額は対前

年度では増加しており、平

成２９年度は４１１，５８

９円となっている。１人当

たりの費用額が増加してい

るのは、医療の高度化が要

因であると考えられる。

 また、調剤費は対前年度

比で２．０６％減少してお

り、薬の単価が引き下げら

れたことと、後発医薬品の

普及促進の取り組みの効果

が出ていると考えられる。

 一時的な減少にならない

よう、引き続き後発医薬品

の普及促進に取り組んでい

くことが必要である。

国民健康保険事業

特別会計 １ 一般被保険者

  療養給付費
 被保険者数・世帯数について

は平成１８年度以降、減少傾向

が続いている。

 一方で医療費は、平成２０年

の後期高齢者医療制度発足前か

ら年間約３０億円で推移してお

り、１人あたり費用額（調剤費

等を含む１０割の額）は、平成

２０年度に３２１，５０４円で

あったものが、平成２８年度に

は４０３，４９２円と増加して

いる。

 被保険者数が減少しているな

かで、医療給付費がそれに比例

して減少しないことは、１人あ

たり費用額が増加傾向にある状

況を示しており、さらに本市に

おいては特に医療の必要性が高

まる６５歳以上の加入者が多い

ことから、中⾧期的視野にたっ

た医療費適正化の取り組みが安

定的な財政運営を継続するため

の課題となっている。

３ 一般被保険者

  高額介護合算

        療養費

４ 退職被保険者

  等高額介護合

  算療養費

 ３ 出産育児諸

   費

１ 出産育児一時

  金

４ 退職被保険者

  等療養費

５ 審査支払手数

        料

１ 一般被保険者

  高額療養費

２ 退職被保険者

  等高額療養費

２ 退職被保険者

  等療養給付費

３ 一般被保険者

  療養費
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

 ４ 葬祭費 １ 葬祭費 1,800 1,120 ５ 葬祭費の支払状況

56件

 ５ 移送費 100 0 1,120千円

６ 審査支払手数料

100 0            一般 158,654件

           退職 3,830件

8,639千円

450,650 450,649 １ 後期高齢者支援金等 国庫支出金

（１）後期高齢者支援金 450,649千円 203,635

（２）事務費拠出金 33千円 県支出金

34 33 63,004

その他

２ 老人保健医療費拠出金 9,911

（１）老人保健医療費拠出金 0千円 一般財源

1 0 （２）事務費拠出金 11千円 174,143

12 11

６ 介護納付金 １ 介護納付金 181,542 181,540 １ 介護保険第２号被保険者の状況 国庫支出金

 １ 介護納付金   （年度平均） 2,823人 80,999

県支出金

２ 介護納付金 181,540千円 25,650

一般財源

74,891

 １ 後期高齢者

   支援金等 ２ 後期高齢者関

  係事務費拠出

  金

１ 老人保健医療

  費拠出金
 １ 老人保健拠

   出金 ２ 老人保健事務

  費拠出金

 介護給付費の２８％を第２号

被保険者（４０歳～６５歳）が

負担する納付金。介護保険は、

給付費の増加と従事者確保等の

問題もあり、上昇していくこと

が考えられる。

 後期高齢者支援金として

の現役世代保険者の負担は

約４割であり、前々年度の

マイナス精算があったとし

ても、後期高齢者の医療費

（１人あたり単価）が増大

すれば支援金も増加するこ

とになる。

 平成２９年度の支援金額

は前々年度の精算額により

対前年度比で約８４４万円

減額となった。

 平成２８年度は、税率等

の増額改正を行ったため単

年度収支は黒字となった

が、介護納付金に対する税

収が絶対的に不足している

ため、平成２９年度は赤字

となった。

 平成２０年４月から老人保健

医療制度に代わり、後期高齢者

医療制度が施行された。

 独立した保険者である後期高

齢者医療広域連合により運営さ

れ、原則７５歳以上の医療費に

対する現役世代保険者からの支

援金として約４割の負担が求め

られている。

 老人保健医療費拠出金は過年

度分の精算のみ。

３ 後期高齢者支

  援金等

５ 老人保健拠出

  金

１ 一般被保険者

  移送費

２ 退職被保険者

  等移送費

１ 後期高齢者支

  援金
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

109,369 109,286 １ 高額医療費共同事業 国庫支出金

 （１件で80万円超医療費が対象） 27,791

  ・拠出金 109,286千円 県支出金

1,025,169 1,025,168   ・交付金 85,777千円 29,716

  ・国、県支出金 55,582千円 その他

       （収支 ＋32,073千円） 1,076,948

3 1 ２ 保険財政共同安定化事業

 （１件で1円以上80万円以下医療費が対象）

  ・拠出金 1,025,168千円

  ・交付金 1,013,101千円

                   （収支   -12,067千円）

３ その他共同事業事務費拠出金

1千円

８ 保健事業費

 １ 特定健康診 １ 特定健康診査 31,570 30,780 １ 特定健康診査等事業 30,780千円 国庫支出金

   査等事業費   等事業費 5,095

（１）特定健康診査 県支出金

 ア 集団 1,103人 5,095

 イ 個別 1,535人 一般財源

20,590

（２）特定保健指導              

 ア 動機付け支援実施 131人

 イ 積極的支援実施 46人

 市町村間の保険料の平準化と

国保財政の安定化を図るため、

県内市町村国保保険者間でその

財源を補てんしあうこととなっ

ている。平成２６年度まではレ

セプト１件あたり３０万円以上

が対象であったが、平成２７年

度からは１円以上に範囲が拡大

されている。

 平成２０年度から、前期

高齢者交付金の創設に伴

い、共同事業交付金の交付

額については前期高齢者交

付金相当額が控除されてい

る。

 高額医療費共同事業にお

いては拠出金より交付金が

上回り、他市町村保険者か

らの支援を受けるかたちに

なった。

 保険財政共同安定化事業

においては、対象となる範

囲の医療費について県内で

は標準的であるものの、拠

出超過が継続している。こ

の拠出超過額の一部が、県

の調整交付金で補てんされ

る。

 平成２０年４月から医療保険

者に対して、糖尿病等の生活習

慣病に関する健康診査（特定健

診）及び保健指導（特定保健指

導）の実施が義務づけられた。

 本市の国民健康保険被保険者

においても、心血管系疾患の増

加により人工透析や心臓病、脳

梗塞等の重症化疾患罹患者の増

加が見られ、医療や介護にかか

３ その他共同事

  業事務費拠出

  金

２ 保険財政共同

  安定化事業拠

  出金

７ 共同事業拠出

  金

１ 高額医療費共

  同事業拠出金
 熊本県国民健康保険団体連合

会が事業実施主体である医療費

に対する再保険事業。 １ 共同事業拠

   出金

 特定健康診査の対象者に

対し、受診票を送付し受診

の機会を作った。また、健

診希望者のうち未受診者に

対し、町内会⾧や健康推進

員による受診勧奨などによ

り、微増ではあるものの受

診率が増加した。

 また健康診査の結果を基

に、特定保健指導対象者や
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

 ２ 保健事業費 8,422 7,603 １ ジェネリック医薬品差額通知 国庫支出金

     1回目   601件 164

     2回目 1,084件 県支出金

682千円 518

一般財源

２ その他の保健衛生普及費 6,921

6,921千円

１ 保健衛生普及

  費
 国民健康保険の持続的、安定

的な運営のためには、保健事業

による中⾧期的な医療費適正化

対策が課題となっている。

 ジェネリック医薬品使用

促進のため、４０歳以上で

生活習慣病に伴う慢性疾患

対象薬を処方されている被

保険者に対して、先発医薬

品から後発医薬品へと切替

えた場合の自己負担軽減額

のお知らせを年２回送付し

て周知を図った。

 今後もジェネリック医薬

品の使用を促進することに

よって、被保険者の負担軽

減だけではなく、本市国民

健康保険の医療費適正化に

繋がるものと思われる。

る費用などの社会保障費は年々

増加傾向となっている。

 健康診査により自分の健康状

態などを把握し、生活習慣の改

善などに取り組むを必要があっ

た。

重症化予防対象者を抽出

し、訪問などにより細やか

な保健指導を行った。

 その結果、対象者の生活

習慣の見直しや行動変容へ

のきっかけとなった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

工業用地造成事業

特別会計 地方債

  38,000

１ 工業用地造成 一般財源

  事業費 701

 １ 工業用地造 １ 人吉中核工業 42,597 38,701 １ 前年度繰越事業

   成事業費   用地造成事業 38,059千円

  費

（１）人吉中核工業用地交差点改築工事

38,059千円

２ 人吉中核工業用地造成事業

636千円

（１）土地鑑定手数料

636千円

３ その他の人吉中核工業用地造成事業

6千円

 ハラールセントラルキッチン

の形成に向け、企業を受け入れ

るための環境整備として人吉中

核工業用地の交差点改築工事に

加え、当該工業用地の売却単価

を決定する上で土地鑑定を進め

る必要があった。

 人吉中核工業用地の交差

点改築工事や土地鑑定を行

うことで、企業を受け入れ

るための環境整備等を進め

ることができた。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

介護保険特別会計

１ 総務費   県支出金

 １ 総務管理費 １ 一般管理費 69,259 66,727 １ 成年後見推進事業 1,922

2,324千円 一般財源

  64,805

２ その他の一般管理費

64,403千円

 １市９町村が連携して、広域運営の「人吉球磨成

年後見センター」の広域運営を人吉市社会福祉協議

会に委託し、成年後見制度に関する相談対応、制度

の普及啓発、法人後見の受任、市民後見人の育成等

を行うもの。

 認知症などで判断能力が十分

でない方が増加する中、そのよ

うな方が不利益を被らないよう

成年後見制度に関する相談や法

人後見による支援の充実及び市

民への周知が必要であった。

 さらに、年々相談件数及び法

人後見受任件数が増加傾向にあ

り、マンパワー不足が課題と

なっていた。これらの課題を解

決するために、市民後見人養成

講座を実施し、担い手を積極的

に養成する必要があった。

 人吉市民に関する相談対

応１，３２８件を受け、成

年後見の申立て、権利擁護

等の対応を行った。専門職

等連携会議の開催、セミ

ナーや相談会の開催によ

り、制度の周知、関係機関

の連携促進等が図られた。

 市民後見人養成講座を実

施し、基礎編１６人、実践

編１２人が修了し、さらに

７人が専門編を受講した。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

２ 保険給付費

 １ 介護サービ １ 居宅介護サー 1,074,411 1,043,428 １ 給付費等 国庫支出金

   ス等諸費   ビス給付費 （１） 介護サービス等諸費 984,696

3,412,804千円 県支出金

２ 地域密着型介 781,603 761,736 （２） 介護予防サービス等諸費 554,402

  護サービス給 103,606千円 その他

  付費 （３） 高額介護サービス等費 1,058,314

102,588千円 一般財源

３ 施設介護サー 1,529,537 1,459,355 （４） 審査支払手数料 1,185,015

  ビス給付費 3,513千円

（５） 特定入所者介護サービス等費

４ 居宅介護福祉 3,830 2,827 159,916千円

  用具購入費

２ 認定件数 2,453件

５ 居宅介護住宅 13,416 6,333

  改修費 ３ サービス受給者数 1,680人

（１） 在宅 1,213人

６ 居宅介護サー 148,294 139,125 （２） 施設 467人

  ビス計画給付 （３） 認定者の受給率 81.23%

  費     （平成３０年３月実績）

 ２ 介護予防サ １ 介護予防サー 96,872 85,879 ４ 認定者数 2,068人

   ービス等諸   ビス給付費 （１） 介護度別認定者数

   費      要支援１ 147人

２ 地域密着型介 2,947 1,648      要支援２ 195人

  護予防サービ      要介護１ 474人

  ス給付費      要介護２ 412人

     要介護３ 277人

３ 介護予防福祉 1,199 1,198      要介護４ 343人

  用具購入費      要介護５ 220人

（２） 認定率 18.1%

（３） 第１号被保険者数 11,404人

    （平成３０年３月末現在）

 要介護状態となった本人

及び介護者の意向を尊重し

ながら、介護申請受付から

介護認定結果の通知まで円

滑な手続きを行うことがで

きた。

 また、要介護等認定者の

心身の状況を踏まえ、要介

護・要支援状態の維持・改

善を目的とした介護サービ

スの提供により、介護者の

介護負担の軽減に寄与する

ことができた。

 介護サービスのひとつで

ある住宅改修及び福祉用具

購入については、住宅改修

は要支援者と要介護者合わ

せて１５５件、福祉用具購

入費支給は１６５件の利用

があり、利用者が自身の有

する能力に応じ、居宅での

自立した日常生活を営むこ

とを実現した。

 高齢者数の増加とともに、要

介護等認定者数は増加傾向にあ

り、認知症高齢者、高齢者単身

世帯及び高齢者夫婦世帯も増加

してきており、介護保険サービ

スの需要は益々増えている。

 高齢者を高齢者が介護する

老々介護や介護放棄の問題も生

じており、また、医療の発達と

ともに、介護の⾧期化も介護者

の介護負担増となってきてい

る。

 このような状況で、利用者に

とっては、個人の尊厳が保持さ

れ、介護度が維持改善すること

ができるように、また、介護者

にとっては、介護負担の軽減に

寄与するため、適切なマネジメ

ントに位置づけられた介護保険

サービスを提供する必要があっ

た。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

４ 介護予防住宅 5,848 2,621

  改修費

５ 介護予防サー 13,718 12,260

  ビス計画給付

  費

 ３ 高額介護サ １ 高額介護サー 91,636 87,180

   ービス等費   ビス費

２ 高額介護予防 200 23

  サービス費

３ 高額医療合算 15,298 15,297

  介護サービス

  費

４ 高額医療合算 100 88

  介護予防サー

  ビス費

 ４ その他諸費 １ 審査支払手数 4,125 3,513

  料

 ５ 特定入所者 １ 特定入所者介 178,566 159,833

   介護サービ   護サービス費

   ス等費

２ 特定入所者介 400 83

  護予防サービ

  ス費
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

  国庫支出金

 １ 介護予防・ １ 介護予防・生 36,932 29,781 １ 介護予防・日常生活支援サービス事業 9,849

   生活支援サ   活支援サービ 29,781千円 県支出金

   ービス事業   ス事業費 4,995

   費 （１）訪問型サービス事業 その他

8,827千円 11,188

一般財源

13,925

（２）通所型サービス事業

20,907千円

（３）その他  47千円

 

２ 介護予防ケア 11,626 10,176 ２ 介護予防ケアマネジメント

  マネジメント 10,176千円

  事業費

（１）介護予防ケアマネジメント事業費

10,176千円

 ア ケアプラン作成対象者：124人

 高齢者の介護ニーズの多様化

と介護保険料の増加抑制のため

に、市町村独自の多様なサービ

スを組み立て、介護認定に至ら

ない高齢者への支援を行い、介

護予防を推進していく必要が

あった。

 平成２９年４月から新た

な枠組みで総合事業を開始

し、従前の予防給付受給者

のうち４割を総合事業によ

るサービス受給に移行し

た。

 国基準と市独自基準、簡

易なサービスや短期集中な

どを設定することにより、

多様化する利用者ニーズに

ある程度対応することがで

きた。

 国基準相当、市独自基準、簡易な生活援助の３類

型を設定し、ケアプランに基づき、指定事業所、委

託事業者からの訪問型サービスの提供を行うもの。

 国基準相当、市独自基準、短期集中の３類型を設

定し、ケアプランに基づき、指定事業所、委託事業

者からの通所サービスを提供するもの。

 介護予防ケアマネジメン

トについては、経験のある

看護師を雇用し、自立支援

に視点を置いたケアプラン

作成を行った。
 「要支援認定者のうち、訪問及び通所サービスの

みを利用する方」と「チェックリストによる事業対

象者」に対し、自立支援型のケアプランを作成する

もの。

５ 地域支援事業

  費
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

 ２ 一般介護予 １ 一般介護予防 20,942 18,405 １ 一般介護予防事業  国庫支出金

   防事業   事業 18,405千円 4,537

県支出金

（１）デイサロン事業 2,300

12,344千円 その他

5,153

一般財源

6,415

（２）介護予防サポーター養成事業

300千円

 ア 介護予防サポーター活動回数：102回

 イ 活動人数： 延べ259人

（３）    その他一般介護予防事業

5,761千円

 地域の公民館及び湯るり

んセンターにおいて、市社

会福祉協議会や市老人クラ

ブ連合会に委託して、デイ

サロンを開設運営した。ボ

ランティアの参画により、

高齢者自らが担い手、協力

者となり、介護予防を実践

した。

 比較的お元気な高齢者を対象に、町内公民館や湯

るりんセンターを会場として、地域の人々の協力を

得ながら、介護予防のための運動や趣味活動などを

行う通いの場を開設するもの。

 ア 参加人数： 延べ12,047人

 地域で介護予防を推進する人材を育成する講座を

実施するとともに、講座修了者の地域活動を支援す

るもの。

 年齢や心身の状況等によって

分け隔てすることなく、全ての

高齢者を対象に介護予防事業を

実施することで、人と人とのつ

ながりをとおして、参加者や通

いの場が継続的に拡大していく

ことを推進する必要があった。

 介護予防サポーターが活

動の支援を行うことで、住

民自らが介護予防を意識す

ることにつながった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

 ３ 包括的支援 １ 包括的支援事 51,112 48,145 １ 包括的支援事業・任意事業 国庫支出金

   事業費・任   業費 22,620

   意事業費 （１）地域包括支援センター運営費 県支出金

40,381千円 11,310

その他

2,227

 ア 総合相談件数： 延べ9,799件 一般財源

21,845

 
（２） 認知症総合支援事業

1,653千円

 ア 認知症サポーター養成講座の実施

   養成人数：309人（Ｈ２９年度）

    （Ｈ２０～ 延べ 8,270人 ）

 イ 認知症初期集中支援チーム員会議開催

   相談件数：       138件

   事例検討数：     15件

   チーム員訪問：  延べ60回

   医療・介護連携数：延べ14件

   チーム員訪問：  延べ60回

   医療・介護連携数：延べ14件

   

 住み慣れた地域で安心・安全

に生活し続けることができるよ

う、早期に認知症と診断し、必

要なサービスの提供を行うこと

と身近な存在として見守り・支

援する体制の構築が必要であっ

た。

 認知症に関する正しい知

識を持った住民を養成する

ことで、地域での声掛け・

見守り体制整備につながっ

た。また、認知症初期集中

支援チーム員会議の定例開

催とチーム員訪問等によ

り、困難事例や認知症初期

事例に対する主治医、専門

医、介護サービス事業所等

多職種連携による支援を行

い、家族・当事者の抱える

問題の解決につながった。

 介護保険法に定める認知症総合支援事業により、

早期診断・早期対応に向けた支援体制を構築するも

の。

   

 高齢者ができる限り地域で継

続して生活し続けるためには、

介護保険サービスのみにとどま

らず、生活全般にわたる総合相

談窓口としての機能を発揮する

必要があった。

 包括支援センターに３職

種（保健師・社会福祉士・

主任介護支援専門員）を配

置し、介護や高齢者虐待な

ど総合的な相談窓口として

の機能を発揮し、必要な

サービスにつながった。ま

た、居宅支援事業所の介護

支援専門員に対する個別相

談・支援を行うことで介護

支援専門員のレベルアップ

や平準化につながった。

 介護保険法に定める包括的支援事業について、セ

ンターを設置運営し実施するもの。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

（３）在宅医療・介護連携推進事業
3,185千円

 

（４）生活支援体制整備事業

2,913千円

  （５）その他の包括的支援事業費  
13千円

２ 任意事業費 11,234 9,857 ２ 任意事業

（１）緊急通報体制整備事業

  3,607千円

（２）その他の任意事業費

6,250千円

 施設重視の医療・介護から、

可能な限り住み慣れた環境で生

活を続け、自分らしい最後を迎

える為に、医療と介護の連携推

進を一体的・継続的に提供する

必要があった。

 平成２８年度に引き続き、１０市町村共同で市医

師会に業務委託を行い、行政担当部局、医療介護の

専門職間の連携を推進するもの。

 個別課題に対する専門的対応

のほかに、地域のつながりや住

民同士の支え合い体制の構築が

必要であった。

 中原校区をモデルに座談

会や聞き取り調査を行い、

地域資源の整理や生活の困

りごと等を把握することが

できた。

 平成２８年度に引き続き、人吉市社会福祉協議会

に事業を委託し、座談会等による機運醸成をとおし

て、地域に存在する校区社協等の取組と連携した生

活支援体制整備を行うもの。

 「課題解決」「連携ツー

ル」「啓発」の３部会を立

ち上げ、医療・介護各分野

から多職種が参加し事業検

討を行うことで、お互い顔

の見える関係性につなが

り、個別事例の連携や具体

的連携のためのシートの作

成につながった。

 地域の高齢者が住み慣れた地

域で、安心してその人らしい生

活を継続していくことができる

ようにするため、高齢者及び介

護する人に対し、地域の実情に

応じて支援を行う必要があっ

た。

 要支援要介護認定を受け

たひとり暮らし高齢者等に

対し、安心して自宅で暮ら

せる体制を提供するととも

に、当該利用者の急病・災

害等の緊急時に対応するこ

とができた。

 介護保険法の規定による要支援・要介護認定を受

けたひとり暮らし高齢者等の対象者に対し、緊急通

報装置の貸与を行うもの。

 装置の設置、保守、移設及び撤去に要する経費は

市の負担とし、利用者の負担については要項で定め

る。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

介護サービス

事業特別会計 その他

12,442

２ サービス

  事業費

 １ 居宅介護支 １ 居宅介護支援 13,081 12,442 １ ケアプラン作成委託料

   援事業費   事業費 4,791千円

 

（１）要支援１

     認定者数 147人

     利用者数 104人 

（２）要支援２

     認定者数 195人

     利用者数 153人

２ その他の居宅介護支援事業費

7,651千円

 要支援認定者を対象に、要介護状態への悪化を防

ぎ、併せて自立支援に向けた介護予防ケアプランの

作成と支援を行うもの。(Ｈ３０．３月末）

 要支援１認定者のうち７

０．７％、要支援２認定者

のうち７８．５％の方に対

して、自立支援に向けた予

防ケアプラン作成と支援を

行うことができた。

 要支援認定者の増加により、

「自立支援型」の介護予防サー

ビスプラン作成に努めること

で、できる限り状態の維持改

善・悪化防止を図り、自立した

生活が送れるよう支援する必要

があった。
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予算執行の実績

款   項 目 現  計 区分（財源内訳）

千円 千円 千円

予       算
決算額 施策前の概要 施策の成果具 体 的 施 策

後期高齢者医療

特別会計 一般財源

465,794

２ 後期高齢者

  医療広域連

  合納付金

 １ 後期高齢者 １ 後期高齢者 478,502 465,794 １ 被保険者保険料負担金

   医療広域連   医療広域連 327,272千円

   合納付金   合納付金 （１）特別徴収保険料

 年金からの差引きにより納付された保険料

212,833千円

（２）普通徴収保険料

 納付書又は口座振替により納付された保険料

114,409千円

（３）延滞金

 納期限後納付された保険料に係る延滞金

30千円

２ 保険基盤安定負担金

138,522千円

 保険料軽減分を県と市で負担するもの

（１）県負担分 103,891千円

（２）市負担分 34,631千円

 平成２０年４月から施行され

た「後期高齢者医療制度」は、

熊本県下全市町村が加入して設

立された「熊本県後期高齢者医

療広域連合」を運営主体（保険

者）とし、市町村は、窓口業務

と保険料徴収が主な担当業務と

なっている。

 なお、制度開始とともに、保

険料徴収に係る経費は、本特別

会計により取り扱うものであ

る。

 社会保障制度全般の見直

しに関し、平成２５年８月

の社会保障制度改革国民会

議の報告において、後期高

齢者医療制度の継続が明確

になったところである。

 平成２９年度の現年度賦

課分の保険料収納率は、特

別徴収が１００％（前年度

同）、普通徴収が９８．１

２％（前年度９９．０

２％）となり、全体の収納

率は、９９．３４％（前年

度９９．６４％）となっ

た。

 一方、過年度滞納繰越分

の収納率は、昨年度よりも

１１．３３％高い５４．３

７％であった。

 県負担分は一般会計で受け入れ、市負担分を加え

て後期高齢者医療特別会計へ繰り出す。
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